
 

Commission for the Conservation of 
Southern Bluefin Tuna 

 

Appendix 3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 16回遵守委員会会合報告書 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

2021年 10月 5 - 7日 

オンライン 

 

 

   



 

第 16回遵守委員会会合 

2021年 10月 5 - 7日 
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議題項目 1. 開会 

1.1. 歓迎の辞 

 遵守委員会（CC）議長であるフランク・ミーア氏は、参加者を歓迎

し、会合の開会を宣言した。議長は、COVID-19パンデミックの影響に

より本年の会合はビデオ会議（VC）として開催されること、また一部

議題にかかる議論は文書通信を通じて会合の前から開始されていること

を述べた。議長は、この特別なアレンジメントに対する参加者の協力に

感謝を述べた。 

 メンバー及びオブザーバーは、それぞれの代表団を紹介した。参加者リ

ストは別紙 1のとおりである。 

 

1.2. 議題の採択 

 議題は別紙 2のとおり採択された。 

 本会合の文書リストは別紙 3のとおりである。 

 

1.3. 会議運営上の説明 

 議長及び事務局長は、主な会議運営上の説明を行った。 

 

議題項目 2. CCSBT保存管理措置の遵守状況の概要 

2.1. 事務局からの報告 

 本議題項目にかかる議論は、CC会合の開会前に文書通信により開始さ

れた。 

SBTに関連する措置 

 事務局は、メンバーによる CCSBT管理措置の遵守状況を総括した文書

CCSBT-CC/2110/04 (Rev.1) を提出した。本文書から留意すべき重要な点

は以下のとおりである。 

• 過剰漁獲：インドネシアは、2019年及び 2020年の両漁期において同

メンバーの総漁獲利用可能量を超えて漁獲し、2つの漁期を合わせた

総過剰漁獲量は 456.584トンとなった。インドネシアは、この過剰漁

獲分を 2022年から 2026年までの期間において返済することを約束し

た。 



 

• その他の事項： 

o 南アフリカは、2021年の第 26回拡大科学委員会（ESC）会合に対

する国別報告書を提出しなかった。 

o 南アフリカは、一部の漁獲証明制度（CDS）の様式を提出してお

らず、多数の不適切な漁獲モニタリング様式（CMF）を提出して

おり、また過去と同様に異なるソースから提出されたデータ間で

不一致があった。 

o 南アフリカは、「港内検査の最低基準を定めた CCSBT制度に関す

る決議」が定める検査後 14日間の提出期限内に同メンバーによる

港内検査報告書を事務局に提出せず、また 14日間の提出期限より

遅延する理由の通知も行わない状況が続いている。 

o 一部のメンバーでは、想定される全ての輸入 CDS文書の写しを事

務局に提出していない状況が続いている。オーストラリア及び韓

国は、過去 5年にわたり、1年当たり 1件から 2件の輸入文書を提

出していない。 

 事務局文書において提起された課題、及びこれらに関連して事前協議の

際にメンバーから提起された質問に対する主な回答は以下のとおりであ

る。 

• オーストラリアは、輸入システムにおいて SBT輸入コードが使用さ

れた場合は CDS様式の返還を求める電子プロンプトの追加や様式の

返還の必要性に関する注意を喚起するべく水産物輸入業者及び協会と

作業を行うなど、CDS様式の収集の改善のための措置をとっている

ことを述べた。オーストラリアは、関連する様式の件数は少ないこと

を述べた。 

• 韓国は、（CDS文書の検証ではなく）CDSデータの集計及び管理に

問題があったことを述べた。韓国のプロセスでは、韓国税関が収集し

た輸入 CDS文書を海洋水産部及び NFQS（国立水産物品質管理院）

に提供することになっている。しかしながら、現行制度ではこの手続

き及び期限が明確になっていない。韓国は関連する国内法の改正に取

り組んでいるところであり、国内法の改正が完了するまで韓国税関と

の協議を継続する予定である。 

• 韓国は、2020年における同メンバーの科学オブザーバーカバー率が

ゼロだったことについて、COVID-19パンデミックに伴う制約から今

漁期も科学オブザーバーを配乗することができていないことを述べ

た。 

• ニュージーランドは、同メンバーの浮はえ縄船団における船上カメラ

画像の解析は一次産業省が実施していることを述べた。同メンバーの

全浮きはえ縄漁船に対して電子モニタリングを導入するかどうかにつ

いては現時点では未定である。本件はパブリックコメントに付されて

いるところであるが、全表層はえ縄漁船に対して船上カメラの運用を

義務付けることが当初の提案であった。 



 

• 欧州連合（EU）は、SBTが漁獲される可能性がある海域で操業する

漁船に対して CDS標識の分配はしていないと述べた。これは、EUは

SBTを漁獲対象とすることを許可しておらず、SBTを漁獲する可能性

は低く予期し難いことであり、また 2012年以降は SBTの漁獲がなか

ったためである。また EUは、CCSBTでは市場に流通しない（例え

ば自己消費される）SBTに対する標識装着義務はないことを指摘し

た。 

• EUは、CCSBTの（漁業活動に関する）CDS要件は SBTを専獲する

か、又は無視できない水準で SBTを混獲する船団を対象に設計され

たものであって、EU漁業の特性を考慮したものとなっていないと述

べた。さらに EUは、SBT分布域で発生し得る SBTの漁獲を禁止し

ている EU漁業又は非メンバーの船団の特性を CCSBT CDSの要件に

適切に反映させるべく、実際的な取決めを検討すべきと考えると述べ

た。EUに対する QARの結論を受けて、EUは、その状況を反映する

ための CDSの改正（特定の要件の適用除外又は要件の簡素化）を提

案する可能性がある。 

• 日本からの要請の応え、事務局は、本文書別紙 Cの新たな表（iii – 

vi）を引き続き提供していくことを述べた。 

ERS関連措置 

 事務局は、生態学的関連種（ERS）に関連する CCSBTの措置にかかる

メンバーの実施の程度及び ERSに関するメンバーのパフォーマンスに

ついて精査した文書 CCSBT-CC/2110/05を提出した。データが利用可能

な直近の暦年である 2020年について留意すべき主な課題は以下のとお

りであった。 

• ほとんどのメンバー（オーストラリアのはえ縄船団、インドネシア、

日本、韓国及びニュージーランド）は、それぞれの少なくとも 1つの

船団において全体的な科学オブザーバーカバー率目標である 10 % を

達成せず、また韓国は同メンバーの SBT船団に対するオブザーバー

カバー率が皆無であった。もう一つのメンバー（南アフリカ）は、同

メンバーの科学オブザーバーカバー率目標を判断するために必要な

ERSデータを提出しなかった（2019年も同様であった）。さらに、5

つのメンバー（オーストラリアのはえ縄船団、インドネシア、日本、

韓国及びニュージーランド）は、それぞれのオブザーバーカバー率の

代表性が 50 % （又はそれ以下）に過ぎなかった。 

• 日本及び台湾は、2つ以上の混獲緩和措置の使用が CCSBTにより義

務付けられている海域での観察された投縄の一部において 1つの海鳥

混獲緩和措置しか使用されなかったことを報告した。日本に関して

は、2つ以上の措置の使用が義務付けられている海域において観察さ

れた同メンバーの漁獲努力のうち約 50 % において混獲緩和措置が 1

つしか使用されていなかった。しかしながら、これは 2019年の漁獲

努力のうち 71.5 % において 1つしか混獲緩和措置が使用されていな

かったことよりは改善している。台湾に関しては、統計海区 2及び

14での投縄のうち 6.1 % において 1つのみの混獲緩和措置が使用さ



 

れ、2019年の 6.3 % と類似した結果となった。しかしながら、統計海

区 3－10においては、1つのみの混獲緩和措置の使用は 2019年の

8.6 % から 2020年は 0 % まで低下した。適切なデータが不足してい

ることから、インドネシア、韓国又は南アフリカによる混獲緩和措置

の使用状況を判断することは不可能である。 

• 日本、ニュージーランド及び台湾の引き伸ばし海鳥死亡数は、2019

年から 2020年にかけて大幅に減少した。しかしながら、利用可能な

推定値が存在しないインドネシア、韓国及び南アフリカを含まずと

も、海鳥の引き伸ばし総死亡数は 1,500を超えた。オーストラリアで

は、海鳥死亡数はゼロであった。 

• 2019年又は 2020年の ERSデータを提出しなかった南アフリカを除く

ほとんどのメンバーは、ERSデータ交換要件、生態学的関連種作業部

会（ERSWG）会合及び CC会合及び拡大委員会（EC）に対する年次

報告要件の大部分を遵守した。本文書で示したとおり、一部例外があ

る。 

 事務局文書で提起した課題及び事前協議におけるメンバーからの質問に

対する主な回答は以下のとおりである。 

• 観察された海鳥死亡数の減少に関する質問に対し、いくつかのメンバ

ーは、混獲緩和措置の実施の改善、混獲緩和に関する取締りの改善、

漁業操業中に出現した海鳥の数が減少したこと、COVID-19パンデミ

ックの影響によりオブザーバーデータの利用可能性が限定的であった

ことに伴うサンプリングバイアス、及びオブザーバーが配乗された海

域の違いといったファクターが関連している可能性があると述べた。

海鳥死亡数の減少に強く寄与した単一の要素はなかった。 

• 一部のメンバーは、COVID-19パンデミックが科学オブザーバーを配

乗するためのそれぞれの能力に負の影響を及ぼしたと述べた。 

• オーストラリアは、同メンバーの蓄養オペレーションは人のオブザー

バーによって観察されており、はえ縄の漁獲物については電子モニタ

リングを利用して観察されていることを確認した。 

• 日本は、混獲緩和措置の全面実施が確認されるまで、同措置の使用に

関する同メンバーの是正措置を継続していく予定であることを述べ

た。また日本は、措置の実施状況に関する情報は、CCSBTの ERS決

議パラグラフ 8の規定に基づき情報提供を専らの目的として CCに提

供されていることを述べた。日本は、同メンバーによる ERS措置の

遵守状況の評価は他の関連する RFMOの遵守委員会において実施さ

れるものであって、CCSBTの遵守委員会は日本に対するそうした評

価を行う場ではないと考えている。 

• HSIは、オブザーバーカバー率の改善の必要性（混獲緩和のモニタリ

ングを改善するための EMの利用の可能性を含む）、遵守上の失敗に

対する是正措置の必要性、混獲緩和措置の遵守を改善する必要性、海

鳥死亡数の削減、混獲緩和措置のベストプラクティス（3つの措置の

併用）を使用するメリット、混獲緩和に関するログブック情報といっ



 

た追加的な情報ソースの利用の可能性、及び異なる混獲緩和措置の有

効性を判断する必要性といった点についてコメントした。 

• メンバーから報告された夜間投縄の解釈に対する質問について、事務

局は、夜間投縄とは投縄の全行程が夜間に実施されたことを意味して

いるのかどうかを確認するべくメンバーに連絡する旨を述べた。 

• 事務局は、CCSBTは「科学データの検証のための高い水準の実施行

動規範」を策定しており、オブザーバーデータとログブックデータと

いった混獲緩和に関する異なるデータソースの相互検証を含める形で

これを改正することも考えられると述べた。 

• 海鳥混獲緩和措置の使用及びモニタリングを改善することへの回答の

一部として、CCSBTは CCSBT漁業における ERS海鳥措置に関する

教育及び実施を強化するためのバードライフ・インターナショナルと

の共同プロジェクトを 2022年に開始することを計画していることが

留意された。同プロジェクトは、ERS措置の船上での実施を検証する

ためのアウトリーチ活動、トレーニング及びさらなるシステム開発を

カバーするものである。 

 インドネシアは、会合に対し、2020年及び 2021年にはオブザーバーを

配乗させたが、配乗させたのは海鳥がいない海域である統計海区 1であ

ったために海鳥に関する情報を提供しなかったことを述べた。 

 韓国は、COVID-19パンデミックの影響により、2020年又は 2021年に

オブザーバーを配乗することができなかったと述べた。 

 

2.2.  COVID-19に関連する問題の検討 

2.2.1. CPG5に基づき受領した通知に関する報告 

 本議題項目に関する議論は、CC会合の開会前に文書通信により開始さ

れた。 

 議長は、ECが 2020年に「極めて特殊な状況に関する行動原則及び取ら

れるべき措置に関するガイドライン－遵守政策ガイドライン 5

（CPG5）」を採択したこと、及び CCSBT 27での同ガイドラインの採

択以降、事務局は CPG5に基づく通知を何ら受領していないことを述べ

た。 

 ニュージーランドは、2020年に CPG5が合意されたのは、メンバー間で

の透明性を確保すること及び極めて特殊な状況下において取られる代替

的な措置をメンバーが通報することが必要とされたためであったことを

想起した。またニュージーランドは、翌年も類似した状況が継続する可

能性が高いことを踏まえ、CPG5について、特にメンバーが洋上転載に

対してオブザーバーを配乗する能力に関するさらなる遵守を見たいと考

えていることを述べた。 



 

 日本は、2021年 8月下旬に発生した CDSの標識装着要件に関する事案

について、可及的速やかに CPG5に基づく通報を行う予定であることを

述べた。 

 

2.2.2. オブザーバー不在で行われた SBT洋上転載の件数及びメンバー
によってとられた措置に関する報告 

 本議題項目に関する議論は、CC会合の開会前に文書通信により開始さ

れた。 

 事務局は、文書 CCSBT-CC/2110/08 (Rev.1) において、CCSBT 27以降、

COVID-19パンデミックに伴うオブザーバー配乗問題の影響により転載

オブザーバー不在で実施された SBTの洋上転載について報告した。

2020暦年及び 2021暦年上半期における洋上転載（観察された転載対観

察されなかった転載）及び港内転載の詳細は本文書別紙 Aのとおりであ

る。概要は以下のとおり。 

• 2020年における合計 88件の洋上転載のうち、観察されなかった洋上

転載は 64件（72.7 %）、観察された洋上転載は 24件（27.3 %）であ

った。 

• 2020年において観察されなかった洋上転載の大部分（64件中 51件、

79.7 %）は台湾漁船によるものであった。また 2020年において、韓

国では 4件、日本では 9件の観察されなかった洋上転載があった。 

• 2021年上半期について、現時点で 13件の観察されなかった洋上転載

が記録されており、いずれも台湾漁船によるものであった（現時点で

観察された洋上転載は記録されていない）。 

 EUは、転載オブザーバー無しで多くの洋上転載が行われたことに対す

る懸念を表明した。EUは、関連するメンバーに対し、こうした極めて

特殊な状況に対応するために何らかの特別な措置が取られたのかどうか

を質問し、また転載オブザーバーを配乗することができないのであれば

代替的な措置を講じるよう奨励した。  

 ピュー慈善財団（ピュー）は EUの発言を支持するとともに、COVID-

19により妨害される期間は長引く可能性があることを踏まえ、CCに対

し、メンバーはオブザーバーがいない状況を補うための追加的な措置を

講じるよう勧告することを提案した。 

 観察されなかった転載にかかる転載申告書で提供される情報の正確性を

確保するために取られる追加的措置に関する質問に対し、 

• 日本は、同メンバーの国別報告書に記述した全体的な管理措置（例え

ば VMS、RTMP）に加え、転載された全ての SBT製品は、日本の漁

港で水揚げされる際に政府職員により物理的に検査されたことを述べ

た。また日本は、IOTC及び ICCATが転載オブザーバーの配乗を一部

再開する可能性があり、日本としてはリスク軽減に向けて引き続きこ

うした可能性を全面的に活用していく考えであることを述べた。 



 

• 韓国は、同メンバーの遠洋漁業開発法に基づき、韓国の管轄水域外の

水域で操業する全ての漁船は関連する RFMOにより採択された措置

を遵守していると述べた。韓国漁船は、同法に基づき、それぞれの漁

獲について毎日報告することが義務付けられている。また韓国漁船

は、韓国漁業監視センター（FMC）に対して 1時間毎に VMSデータ

を送信している。韓国 FMC及び国立水産科学院は、漁獲量、漁獲努

力量、ログブック及び VMSデータ並びに転載報告書の検証を実施し

た。疑義のある活動は何ら特定されなかった。 

• 台湾は、同メンバーの国別報告書で述べた通常のMCS措置（例えば

日別ログブック及び VMS）、転載報告手続き及び水揚げ検査に加

え、台湾漁業署漁業監視センター（FMC）がリアルタイム VMS情報

を通じて 24時間体制で台湾漁船の位置及び運搬船との遭遇を継続的

に監視していると述べた。さらに、FMCが異常な活動を検知した船

舶は（SBTの漁獲の有無を問わず）高リスク船舶としてフラグが立て

られ、それらが入港した際は当局又は独立第三者機関により優先的に

検査が実施される。 

 ニュージーランドは、台湾による洋上転載の利用頻度が大幅に増加して

いることを指摘し、台湾に対し、この傾向が続く見込みであるのか、も

しそうであるならば翌年にどのような追加的措置を検討しているのかを

質問した。 

 台湾は、洋上転載の利用頻度の増加傾向がどうなるかを完全に見通すこ

とはできないが、COVID-19の状況が解決されればこのトレンドも平坦

になっていくものと期待していると述べた。 

 

2.2.3. 将来の漁期における CPG5の適用 

 日本は、議題項目 2.1.1でも述べたとおり、2021年 8月下旬に発生した

CDSの標識装着要件に関する事案について、可及的速やかに CPG5に基

づく通報を行う考えであると述べた。また日本は、将来的に極めて特殊

な状況が発生した場合、必要に応じて CPG5に基づく通報を行っていく

意向を述べた。 

 

2.3. メンバーからの年次報告 

 本議題項目に関する議論は、CC会合の開会前に文書通信により開始さ

れた。 

 事前協議におけるコメント及び質問に対する主な回答の概要は以下のと

おりである。 

遊漁及び慣習的漁業 

 南アフリカは、長年にわたり SBTとの相互作業があった遊漁船はな

く、遊漁セクターからの漁獲報告において SBTは 1尾も記録されていな



 

いことを述べた。さらに、2020年 3月以降、COVID-19による制限のた

めに遊漁セクターは稼働していない。 

 オーストラリアの遊漁漁獲量の推定値は、広範な全国遊漁調査から得ら

れたもので、国際的な査読を経たものである。調査期間中の推定遊漁漁

獲量は 270トンであったが、オーストラリアは毎年の CCSBT配分量の

5 %、現在は約 310トンを遊漁向けに留保している。両者の数字の差分

は、毎年の変動及び遊漁による少量の投棄死亡量を考慮したものであ

る。 

 インドネシアに関して、遊漁分野の SBT漁獲モニタリングは実施され

ておらず、したがって報告すべき遊漁漁獲量はない。 

科学オブザーバー及び電子モニタリング（EM） 

 オーストラリアは、EMは混獲緩和措置の使用をモニタリングするため

の有効なツールであることを述べた。またオーストラリアは、COVID-

19パンデミック及びこれに伴うロックダウンにより EMデータへのアク

セスが困難になり、オーストラリアによる EM解析のカバー率が低下し

たことを述べた。しかしながら、今シーズンはオブザーバーカバー率の

履行を確保するためのプロセスが実施されている。 

 逆に南アフリカでは、同メンバーによる 2020／21年漁期のオブザーバ

ーカバー率が改善されており、これもパンデミックの影響によるもので

あった。同メンバーの漁船が実際に海に出た 6月頃は、操業許可条件に

従ってほぼ全ての漁船がオブザーバーを乗船させていた。 

 科学オブザーバーを一方的に EMに置き換えることは、現在合意されて

いる CCSBTの措置と合致しないことが留意された。 

 EUは、CCSBTのオブザーバーカバー率に関する義務は「CCSBTメンバ

ー及び協力的非加盟メンバーによる、みなみまぐろを漁獲対象とする又

は漁獲が多い漁業活動」に適用されるものであり、SBT分布域に入域す

る EU漁船はこれに当たらないことを述べた。しかしながら、EUは、

同メンバーの船団は他のまぐろ類 RFMOの要件（カバー率 5 %）に従っ

てオブザーバー計画に関する義務を履行し、またそれ以上の対応をして

いることを述べた。 

混獲及び混獲緩和措置 

 日本は、混獲緩和措置の遵守状況について、オブザーバーを通じた情報

収集以外にも、水産庁に提出される文書及び写真、並びに RTMP、VMS

及び漁業者への個別の接触といったその他の手段をベースに評価してい

る。RTMP自体は漁船による自己申告に基づくものであるが、その正確

性については日本国内の指定港における物理的な全量検査及びその他の

管理措置により検証されている。 

 日本は、業界から提出された証拠に基づくと、混獲緩和措置の実際の遵

守状況は、現在提出されているオブザーバーデータが示すよりも高い水

準にあると考えていると述べた。この状況は、改善された荷重枝縄につ



 

いてのオブザーバーとの事前の意思疎通が不十分であったことに因るも

のである。 

検査 

 台湾は、現時点ではインド洋において同メンバーの漁船に対する公海洋

上立入検査を実施する予定はないことを述べた。 

 南アフリカの年次報告書では、SBTの水揚げ及び輸出の全量が検査及び

モニタリングされていると述べている。南アフリカは、「検査」には遵

守及び取締り、すなわちライセンス、操業許可証、漁具及び漁獲物の確

認が含まれると述べた。検査は漁業取締官により実施されている。他

方、「モニタリング」には魚の水揚げ、すなわち重量、体長、種同定等

が含まれる。モニタリングは監視官（モニター）により実施される。 

 ニュージーランドは、同メンバーの水揚げ検査には CDS要件の検証が

含まれることを述べた。またニュージーランドは、漁業者に対して CDS

文書を確認するための確認（Validation）の権限を付与したことはないこ

とを明確化した。 

 オーストラリアは、シーズン毎にオーストラリア漁業管理庁（AFMA）

が SBTを漁獲した全ての法定漁業権保有者に対してレベル 1の監査を実

施していることを述べた。この監査には、SBTの受領と販売に関する月

別の内訳（死亡量を含む）、曳航生簀から蓄養生簀への移送中に実施さ

れた SBTの検証済カウント数、CCSBTの CDSの数字と国内販売、及び

SBTのレシーバーにより記録された死亡量が含まれる。 

その他の事項 

 インドネシアは、同メンバーの沿岸零細漁業による漁獲を CDSを通じ

てモニタリングしている。沿岸零細漁業による漁獲量は 2020年第 3四

半期から第 4四半期にかけて減少した。これは、これらの漁船の漁業許

可に権限を有する地方政府における管理上の問題により、ほとんどの沿

岸零細漁船が操業しなかったためである。 

 

2.4. CCSBT管理措置の遵守状況の評価 

2.4.1. メンバーによる遵守状況 

 議長は、会合文書及び議論の中に、提起されるべき課題及び改善が求め

られる課題が多数あったとする見解を述べた。会合は、議長に対してそ

うした課題をハイライトするよう要請した。それらの課題は、順不同で

以下に示したとおりである。 

南アフリカに関して、 

• 過去 2年間において ERSWGデータ交換のデータを提供しておらず、

また本年の科学データ交換のデータを提供しなかった。また、本年の

ESCに対する国別報告書を提出しなかった。 



 

• また、同メンバーのその他の情報提供要件の一部について、提出が非

常に遅れた（6ヶ月以上期限を超過した一部の CDS文書、多くの例

で 1年遅れた港内検査報告書など）。 

• 8年前に失効した CDSの CMF様式及び製品コードが度々使用され

た。 

• CDSでの推定漁獲量は南アフリカの国別報告書及び月別漁獲報告で

報告された数量よりも大幅に高いことから、南アフリカによる SBT

の総死亡量には不確実性がある。この状況は過去 3シーズンに渡って

確認されている。 

韓国に関して、 

• 韓国では、輸入 CDS文書の不提出が長年にわたって問題となってい

る。2020年においては、67トンの SBTをカバーする韓国の輸入様式

のうち約 31 % が不提出である。輸入 CDS様式の写しの提出は、入っ

てくる SBTを正確に検知するためのメンバーのシステムを検証する

上で重要な手段である。今年及び昨年において、韓国はこの問題に対

処するべく国内法の改正に取り組んでいることを述べた。しかしなが

ら、本件についての明らかな進捗は見られておらず、問題は継続して

いる。 

日本に関して、 

• 2020年に観察された日本の漁獲努力量のうち約 50 % において、2つ

の海鳥混獲緩和措置の使用が義務付けられている海域において緩和措

置が 1つしか使用されていなかった。これは、漁獲努力量のうち約

72 % で 1つしか混獲緩和措置を使用していなかった昨年よりは改善

している。この改善は認識及び評価された。 

• 事前協議において、日本は、CCSBTの ERS決議では ERS措置の実施

状況に関する事務局からの報告はメンバー及び協力的非加盟メンバー

への情報提供を専らの目的とするものであると規定していることを述

べた。また日本は、この規定を踏まえれば、ERS措置の遵守状況の評

価は関連する他 RFMOの遵守委員会で実施されるものであって、

CCSBT遵守委員会は日本に関するそうした評価を行う場ではないこ

とを述べた。 

 科学オブザーバーカバー率に関して、議長は以下を述べた。 

• 韓国は同メンバーの SBT船団に対する 2020年の科学オブザーバーカ

バー率が皆無であり、インドネシアもほぼゼロであった。 

• ほとんどのメンバーにおいて、2020年の科学オブザーバーカバー率

は 2019年よりも低かった。 

• 台湾及び南アフリカを除くメンバーは、2020年の全 SBT船団につい

て、10 % の科学オブザーバーカバー率目標を達成しなかった。 

• COVID-19パンデミックがオブザーバーカバー率の低下の要因となっ

たことは明らかであるが、オブザーバーカバー率を改善し、2020年



 

には少なくとも 10 % のカバー率を達成するべく一丸となって努力す

ることが重要である。 

 これらの問題に関する議論において、 

• 韓国は、輸入 CDS文書の提出改善に向けた進捗が遅いことについ

て、関連する政府職員の頻繁な交代といった根本的な問題があること

を述べた。協議は行われているものの、現時点では具体的な改正スケ

ジュールは定められていない。韓国は、有意義な進展があった際には

直ちに CCに対して報告する予定である。 

• 日本は、同メンバーの ERS措置の遵守状況にかかる他 RFMOによる

評価の結果に関する情報を共有すると述べた。これらの作業は現在進

行中であり、同メンバーの国別報告書を通じて来年の CC会合に提供

する予定である。 

• 会合は、海鳥混獲緩和措置の使用に関する日本船団による遵守の改善

に留意するとともに、同メンバーが本問題に対する是正措置計画を実

施中であることに留意した。さらにメンバーは、漁業の現場のカルチ

ャーを変化させるためには日本による長期的かつ持続的な努力が求め

られることに留意した。 

• インドネシアは、人材の問題、必要な予算獲得の問題、COVID-19パ

ンデミックの影響など、オブザーバーカバー率の達成に関していくつ

かの困難を抱えていることを説明した。これらの問題は 2021年も継

続している。 

• オーストラリアは、同メンバーのオブザーバーカバー率は 10 % に近

くなっており、全てのログブックデータが電子モニタリングデータと

レビューできるようになって以降、ログブックデータの正確性には自

信を持っていると述べた。さらに、COVID-19に伴う最近の状況下で

は電子モニタリングが非常に有効であることを述べた。 

• オーストラリアは、輸入 CDS文書の提出を改善するための措置を取

っており、2023年までに 100 % の遵守に近づくことを期待している

と述べた。  

• メンバーは、南アフリカによる非遵守の問題に留意し、これらの問題

に関する質問に答えるとともにどのように問題に対処していく予定で

あったのかを議論するための本会合に南アフリカが参加しなかったこ

とについての失望を表明した。一部のメンバーは、南アフリカによる

最近の行動は、非メンバーからのさらなる協力と求めている CCSBT

の努力に対して負の影響を及ぼす可能性があると述べた。 

 

2.4.2. 是正措置政策の適用 

 事務局は CCSBT是正措置政策（CPG3）を踏まえたインドネシアの返済

計画及び管理計画の実施状況のレビューに関する文書 CCSBT-

CC/2110/06を提出した。 



 

 インドネシアは、インドネシアによる 2020年の過剰漁獲に関する返済

計画の実施状況に関する文書 CCSBT-CC/2110/19及び 2021年の漁獲量

を TAC内に収めるためのインドネシアの作業計画の実施状況に関する

文書 CCSBT-CC/2110/20を提出した。 

 インドネシアは以下を述べた。 

• 2021年 9月末時点でのインドネシアの漁獲量は 948,800 kgとなって

いる。同メンバーは国内の CDSデータを毎日モニタリングすること

が可能で、国内漁獲量が国別配分量の 84 % に達した時点で SBTが漁

獲される可能性があると科学者が判断している海域での漁獲を行わな

いようにするための警報を漁業団体向けに発出する早期警報システム

を導入している。国内漁獲量が国別配分量の 90 % に達した時点で再

度の警報が発出される。取締り部局と連携し、漁船が制限区域内にい

るかどうかを VMSデータを用いて確認している。 

• 同メンバーの漁船は携帯電話による電子ログブックシステムを使用し

ており、これはオフラインでも使用可能である。データはユーザーが

インターネットに接続した時点で送信され、これは操業航海が終了す

るまで実施されない場合がある。 

• 251隻が漁業改善計画に参加している。 

• 電子モニタリングはまだ導入されておらず、これは主に予算上の理由

によるものであるが、本年末又は 2022年初頭には進捗される可能性

がある。 

• 予定されている操業海域別の漁獲物解析はまだ利用可能となっていな

いが、ログブックデータや VMSデータといった複数のソースからの

データが必要となることから、科学者と他の関係者との間で引き続き

検討中である。 

 メンバーは、インドネシアから報告された行動に勇気づけられるととも

に、現時点から 12月末までに利用可能なインドネシアの漁獲量は

173.99トンしかないことに留意しつつも、EC 27において合意された計

画の一環として行われたコミットメントに沿ったものであることを確信

した。 

 またメンバーは、2022年から 2026年までの期間における各年の返済量

を 91.8トンから 91.3トンに下げることを提案した、インドネシアの文

書 CCSBT-CC/2110/19による改訂返済計画に合意した。この改訂返済計

画は、同返済計画を策定した時点での推定値よりも、2020年のインドネ

シアの最終漁獲量が約 2トン少なかったことを考慮したものである。 

 メンバーは、南アフリカは特定されていた問題に関して非遵守の状態に

あったことに合意したものの、同メンバーが本会合に参加していない状

況では意思決定を行うことができなかった。メンバーは、同メンバーの

現状に同情的であり、同メンバーへの支援にかかる真摯な考えを表明し

たものの、非遵守が継続することにより CCSBTに対していくらかのリ

スクが生じることを指摘した。メンバーが強固な遵守を証明することが



 

必要不可欠であり、CCSBTはこれまでも報告要件を重視してきたこと

が述べられた。 

 会合は、ECに対し、メンバー及び事務局が南アフリカへの支援の提供

を申し出ていることに留意しつつ、CCにより特定された非遵守の問題

に段階的に対応していくための計画（実施スケジュールを含む）を策定

するよう南アフリカに要請することを勧告した。 

 さらにメンバーは、南アフリカが EC 28に出席する場合、南アフリカに

よる非遵守に関する是正措置について議論すべきであることに合意し

た。 

 是正措置が要されるようなその他の問題は何ら特定されなかった。 

 

議題項目 3. 遵守専門作業部会（TCWG）からの報告 

 議長は、CC会合の直前に開催された第 2回遵守専門作業部会（TCWG 

2）会合の結果について口頭で報告した。 

 議長は、試行的電子漁獲証明制度（eCDS）について以下を述べた。 

• TCWGは、今日までに実施され、事務局文書 CCSBT-TCWG/2110/04

及び 05に総括された作業の成果を支持した。 

• 日本及びインドネシアは、試行的 eCDSのプロトタイプに関して有益

なコメントを記載した文書を提出し、これが議論された。他のメンバ

ーは口頭でコメントを行った。 

• TCWGは、(1) 未解決の課題（特に確認者関連）、(2) 業界による使用

に適した英語と日本語のユーザーマニュアル作成の必要性、及び (3) 

eCDSへの移行を可能とするための改正 CDS決議の策定といった未解

決の課題を進捗させるための作業部会を設立するとの日本からの提案

に合意した。 

• 会合は、事務局が総括した次のステップ及びスケジュールについて検

討し、作業部会の設置も含める形でこれに合意した。 

• オーストラリア及びニュージーランドの確認者（Validator）に関する

アレンジメントについて、建設的な議論が行われた。このことによ

り、日本に対して確認者の任命と法的根拠に関する追加的な情報を提

供することとなった。オーストラリア及びニュージーランドは、日本

に対し、確認者の任命、管理制度における確認者の役割、任命にかか

る法的根拠、及び確認又は監査の結果不調和が確認された場合のペナ

ルティに関する情報を文書として提供することが合意された。 

• 会合は、試行的 eCDSに関して事務局とのビデオ通話を通じてリアル

タイムで作業できるようにすることのメリットについて検討した。プ

ロトタイプ eCDSのデモンストレーション及び試行を行うとともに確

認された問題について対応するためのビデオ会議を通じて、事務局と

メンバーが 1対 1で作業を行うことが合意された。必要があればグル

ープとしてのビデオ会議も設定され得る。 



 

 事務局長は以下を述べた。 

• 事務局が eCDSのさらなる開発作業を行う前に、メンバーからのフィ

ードバックを可及的速やかに得ることが重要であると考えている。 

• 事務局が EC会合後 1週間以内にプロトタイプ eCDSの使用方法に関

する動画を作成することを提案する。事務局は、メンバー及び CDS

に関わるその他の者に対してこの動画を提供する。その後、メンバー

は、データベース・マネージャーとの会合の前に当該動画を精査す

る。 

• データベース・マネージャーと各メンバーとの非公式会合を 10月 25

日の週から開始することを希望する。事務局は、各メンバーからデー

タベース・マネージャーに連絡し、プロトタイプ eCDSに関する非公

式会合に最も適切な日程を知らせるよう要請する。 

 CDS標識の仕様改善の可能性に関する TCWGでの議論について、議長

は、日本が文書 CCSBT-TCWG/2110/06を紹介し、日本がこれまでに行

った作業の背景と標識情報の読み取りに関して日本が経験してきた問題

点が説明されたことを述べた。日本は、日本が望ましいと考える A型標

識及び B型標識の使用方法及び装着方法を概説し、会合に対して日本の

提案を承認するよう要請した。会合は当該提案について検討し、小グル

ープで同提案を検討した上で今週後半の CC会合に検討結果を報告する

ことが合意された。 

 CCは、TCWG会合の成果を全て支持した。 

 小グループによる議論を経て、CCは、標識装着に関する一連の勧告

（別紙 4のとおり）に合意した。 

 

議題項目 4. CC 15による 2021年の作業計画の進捗状況のレビュー 

 本議題項目に関する議論は、CC会合の開会前に文書通信により開始さ

れた。 

 事務局は、事務局又はメンバーのいずれかに割り当てられた CCの 2021

年作業計画の一部に関する進捗状況を報告した文書 CCSBT-CC/2110/07

を提出した。該当するメンバーは、CC 15会合に先立って情報を提供し

た。2021年作業計画のうちより重要な事項については、別の議題項目及

び文書で報告された。本文書において報告された作業計画の項目は以下

のとおりであった。 

• 文書 CCSBT-CC/2110/04 (Rev.1) において総括された漁船許可、CDS

及び港内検査報告書に関して非遵守の問題があったメンバーは、それ

ぞれの国別報告書の中で、そうした非遵守を是正するために取られた

措置の進捗状況を報告すること。この問題については、事務局文書

CCSBT-CC/2110/04 (Rev.1) のセクション 3（2ページ）のとおり、取

られた是正措置に関して 2021年の国別報告書で報告することとされ

ていたメンバーごとに問題点のリストを示した。 



 

• 事務局は、WCPFCとの転載MoCの運用開始に向けて、引き続き

WCPFCと作業を行うこと。この問題については、データ収集委員会

会合が別途開催されたが転載オブザーバー基準に関してはほとんど進

捗がなかったことを述べた簡潔なアップデートが提供された。 

• 南アフリカは、文書 CCSBT-CC/1910/10の 4ページで報告された貿易

データの不調和について調査すること。またインドネシアは、

COMTRADEと CDSデータとの間の不調和にかかる同メンバーによ

るさらなる調査結果を提供すること。この問題については、本文書を

最終化した時点では何らアップデートが提供されていない。 

 事前協議において、日本は、WCPFCとの転載 MoCの運用開始に向けた

事務局の継続的な努力に対して感謝の意を表明した。また日本は、一歩

ずつであってもさらに進捗されていくことを期待すると述べた。 

 インドネシアは、COMTRADEとインドネシアの CDSデータとの間の不

調和に関するさらなる調査結果を示した文書 CCSBT-CC/2110/21を提出

した。本文書において、インドネシアは以下の結論を示した。 

• いくつかの結果に関する調査プロセスによれば、1つの問題は輸出業

者と BPS（インドネシア統計局）との間で HSコードのカテゴリに不

一致があったことであった。輸出業者が SBT製品の情報を税関のシ

ステムに入力する際、thunnusとしか入力していなかった可能性が高

い。 

• SBT製品は「加工品」であったため、BPSでの確認プロセスにおいて

SBT製品の HSコードが 03023600及び 03034600から HSコード

03048700, 16041411及び 16041490に変更された。 

• SBT輸出データを抽出する際、CCSBT事務局は一般的に使用される

3つの HSコードだけでなく、加工 SBT製品に対してよく使用される

他の HSコードも考慮すべきことを提案する。 

 インドネシアの文書では、インドネシアが以下を進めるための方法が提

案された。 

• 特に加工品に関して、HSコードの調和と整合を図ること。 

• PEB申請書を提出する際に HSコードの入力に関連する輸出業者及び

漁業会社への周知徹底。 

 事前協議中の質問に対し、インドネシアは、BPSが種を特定したコード

（特に SBT製品に関して国連 COMTRADEに送られるデータを含む）

を記録及び報告できるよう、種別のまぐろ製品を記録及び報告させるこ

とができるメカニズムについて検討するため、関係する作業ユニット及

び機関と調整すると述べた。 

 事務局は、南アフリカの輸出量が COMTRADEデータベースでは大幅に

過少表示されているという貿易量の不調和について、同メンバーは 2020

年の CC 15会合に報告するよう要請されていたことを述べた。これに関

する報告は行われず、2021年の作業計画に持ち越された。事務局は、本



 

件に関してまだ南アフリカからの報告は行われていないことを確認し

た。 

 会合は、以前の CC会合において非遵守問題が特定されたメンバーはそ

うした非遵守を是正するために取られた措置の進捗状況をそれぞれの国

別報告書の中で報告するよう要請されていたことを想起した。一部のメ

ンバーはそれぞれの国別報告書の中でこうした措置に言及していなかっ

たことが留意された。会合は、そうした行動に関する報告を促すための

見出しを追加する形で現行の国別報告書テンプレートを改訂すべきこと

に合意した。この報告に関する新たなセクション（1.3）を含む形で改訂

が合意された国別報告書テンプレートは別紙 5のとおりである。 

 

議題項目 5. CCSBT措置の運用状況：課題及びアップデート 

 本議題項目に関する議論は、CC会合の開会前に文書通信により開始さ

れた。 

 事務局は、CCSBTの主要な措置の運用状況に関するアップデートを示

した文書 CCSBT-CC/2110/08 (Rev.1) を提出した。事務局は以下の事項に

着目した。 

• 事務局に対して四半期ごとに CDS情報を提供することを通じた、米

国による継続的かつ自主的な協力。 

• 現在、1隻のオーストラリア漁船が総トン数 100トン以上であるにも

かかわらず IMOナンバーを取得していないが、該船は取得プロセス

を進めているところである。 

• CCSBTが合意した IMOナンバー要件は、2022年 1月 1日以降、カバ

ーする漁船の範囲がさらに広範になること。すなわち、総トン数 100

トン未満かつ全長（LOA）12メートルを下限とする全ての船内機船

であって、旗国の管轄外の水域において操業することを許可された漁

船も対象となる。 

• 南アフリカに関して、提出の遅延又は遅延の理由に関して義務付けら

れた通知（「港内検査の最低基準を定めた CCSBT制度に関する決

議）パラグラフ 20を参照）を行うことなく、港内検査報告書の提出

が遅延する事例が継続していること。 

• IUU船舶リストの相互掲載プロセス及び CCSBTにおける IUU船舶リ

ストの現状に関する事務局からの簡潔なアップデート。 

 

議題項目 6. 国別配分量に帰属する SBT 漁獲量（帰属 SBT 漁獲量）の

定義及び食害 

 議長は、CC 15において帰属 SBT漁獲量にかかる現行の定義が採択され

た際には「食害」は想定されていなかったこと、またこの定義に食害が

含まれるべきかどうかについては不確実であることを想起した。さらに



 

CC 15は、本件についてはメンバー間で一貫性を持たせるべきことに合

意した。ニュージーランドは、本件に対応するための休会期間中の検討

グループをリードすることを申し出た。 

 ニュージーランドは、食害を受けたみなみまぐろに関する休会期間中の

検討グループからの報告に関する文書 CCSBT-CC/2110/18を提出した。

本文書では、主に 3つの課題について述べた。 

• 食害を受けた SBTの取り扱い方は、メンバーにより様々であった。 

• 全てのメンバーが食害を受けた SBTの数量を推定しているわけでは

ない。 

• 全てのメンバーが食害を受けた SBTを国別配分量に計上しているわ

けではない。 

 メンバーによって食害を受けた SBTの取り扱い方が異なることから、

作業部会は、現段階での望ましい方法を特定することができなかった。 

 食害を受けた SBTには以下 3つのカテゴリがあることが留意された。 

• 食害を受けたが、船上に保持された魚 

• 食害を受け、投棄された魚 

• 食害を受けたが、視認されなかった魚（隠れた死亡量） 

 ほとんどのメンバーは、食害を受けた SBTのうち最初 2つのカテゴリに

ついては報告された保持漁獲量又は投棄量として計上されており、また

これが望ましい対応方法であることを示唆した。魚は「食害を受けた」

とは記録されておらず、またそのように記録することはオブザーバーで

あっても困難であることが指摘された。隠れた死亡量はいずれのメンバ

ーも推定しておらず、これを推定することは困難であるものの発生率は

低いと考えられることが留意された。 

 会合は、食害の問題は遵守リスクであるとの示唆はなく、むしろ ESC

の問題であることに合意した。ECから ESCに対し、食害は資源評価及

び管理方式（MP）の観点から問題となるのかどうか、もし問題となる

ならばこれをどのように考慮すべきかについての ESCとしての見解を

示すことを要請するよう、ECに求めることに合意した。文書 CCSBT-

CC/2110/18の別添に示した表を ESCへの要請に含めることとされた。

メンバーは、自主的に食害による死亡量の推定値を示した表を作成し、

2022年科学データ交換のタイミングでデータを事務局に提供することに

合意した。事務局は、これらのデータの提出に関して適宜リマインドを

行う予定である。 

 

 

 

 



 

議題項目 7. CCSBT遵守計画の実施状況 

7.1.   遵守評価プロセス及び QAR 

7.1.1. 休会期間中の作業グループからの報告 

 CC 15は、休会期間中の連絡グループはより公式化された遵守評価プロ

セスの策定について 2021年も検討を継続すべきこと、及びオーストラ

リアによる当該グループの検討の進捗状況及び勧告に関する報告を CC 

16まで先送りすることに合意した。 

 オーストラリアは、遵守評価プロセスに関する休会期間中の連絡グルー

プからの報告に関する文書 CCSBT-CC/2110/17を提出した。本文書では

以下の結論に至った。 

• 現時点では、休会期間中の連絡グループは暫定的に事項 1（「事務局
に対し、CCに対する事務局の年次報告の中で個別のメンバーによる
継続的な非遵守がある分野を特定するよう要請する。」これは既に実
施されていることに留意）を支持し、また事項 4（「CAPの一部とし
て、メンバー別と特定の義務別の両方の観点から、遵守リスクにかか
る品質保証レビューの第一ラウンドの成果をレビューする。」）につ
いては必要に応じて遵守行動計画の文脈でさらに検討される可能性が

あるとした。 

• また、連絡グループ参加者の一部は、予算上の影響及び作業が重複す

る可能性を踏まえ、事項 5（「遵守委員会を通じて、将来の QARに
関する計画を策定し、これに合意する。これには、事前に定義された
一連の QARや、全メンバー又は一部のメンバーのいずれかに対する
特定の遵守問題に対応するための臨時的な QARの実施が含まれ得
る。」）についてはパフォーマンス・レビュー勧告が利用可能となっ
てから再検討することができると提案した。 

 また本文書では、これらの問題の一部は CCSBTにおける他の場での決

定又は行動次第であることを踏まえ、休会期間中の連絡グループの活動

は継続しないこととし、またあらゆる将来的な変更点については遵守行

動計画の一部として、又は現在進行中のパフォーマンス・レビューの成

果に従って再度検討することを勧告した。 

 会合は休会期間中の連絡グループによる結論に留意し、このグループを

休会期間中にリードしたオーストラリアに感謝するとともに、メンバー

からの参加者にも感謝した。 

 会合は、この休会期間中の連絡グループを解散することを勧告した。 

 

7.1.2. 品質保証レビュー（QAR） 

 議長は、2020年は EUが品質保証レビュー（QAR）のフェイズ 1（机上

レビュー）に参加し、当該 QARの最終報告書は本文書に文書 CCSBT-

CC/2110/09として提出されていることを述べた。さらに議長は、より公

式化された遵守評価プロセスに関する休会期間中の連絡グループが将来



 

的な QARの計画については CCSBTパフォーマンス・レビューからの勧

告が利用可能となった後に再検討することができるとの結論に至ったこ

とを指摘しつつ、現行の遵守行動計画の事項 9bに記載されているとお

り、会合として将来における QARの必要性について検討すべきことを

述べた。 

EUの QAR報告書 

 EUは、QAR報告書は非常に有用であり、EUとして改善すべきいくつ

かの分野及び関連する是正措置を特定することができたと述べた。EU

は、一部の分野について QAR報告書は「遵守は立証されなかった」と

結論付けているが、机上レビューでは遵守を立証するのは困難である場

合があることを指摘した。また EUは、QAR報告書で示された一部の事

例は過去のものであり、もはや関連性はないとも述べた。 

 さらに EUは以下を述べた。 

• EUは同メンバーの漁船が SBTを漁獲対象とすることを禁じており、

したがって SBT漁業は存在せず、また通常は SBTの混獲が報告され

ていない海域で操業している。 

• EUは SBTを専獲しておらず、また SBTの漁獲も多くないので、EU

は CCSBT科学オブザーバー計画規範（SOPS）を遵守する義務を負っ

ていない。しかしながら、替わりに EUは他のまぐろ類 RFMOの科学

オブザーバー要件（カバー率 5 %）を遵守している。一部の海域では

まだ目標に達していないものの、EUとしては全大洋において 10 % 

の科学オブザーバーカバー率を達成する意向である。2020年におい

て、EUは、COVID-19パンデミックの影響により、他のまぐろ類

RFMOの科学オブザーバー要件を遵守することができなかった。 

• 現行の CDS決議は SBTを専獲する、又は SBTの混獲が多い CCSBT

メンバーを対象に設計されたものであり、かつ複雑である。EUは、

例えば現行 CDS決議を改正することを通じて、現在の加盟メンバー

及び EU船団の状況をより良く反映した簡略化されたシステムの採択

を検討するよう提案した。EUは、簡略化されたシステムを採択する

ことにより、仮に非メンバーが SBTを混獲している場合にそうした

非メンバーが自主的に CCSBTの CDSを遵守するインセンティブとな

る可能性があると述べた。 

• EUはこれまで、市場国として、CCSBTの輸入 CDS文書の管理につ

いては対処的アプローチを取ってきたが、現在は同じ点についてより

積極的なアプローチを徐々に導入しているところである。いずれにせ

よ、2017年以降、EUは全ての CCSBT輸入証明書を回収できてお

り、輸入に関するトレーニングの実施をさらに進めているところであ

る。 

• 毎年の CCSBT年次会合後、EUメンバー国に対し、改正された全て

の CCSBTの措置に関する 2つの公式通知を発出している。 



 

• CCSBTの措置は、現在は EU法への移項が進められており、2022年

にこのプロセスが完了する見込みである。これにより、CCSBTの義

務が強化されることとなる。 

• EU漁船は SBTを漁獲していないのに CCSBTの標識を携行するのは

現実的ではない。 

 あるメンバーは、現在の CCSBT加盟メンバーをより良く反映するため

に CDS決議をレビューすることは適切と考えており、将来的な CDS決

議の改正案を提案するのは EUの行政官が最適であると述べた。一部の

メンバーは、原則として、異なる CCSBTメンバーに対して異なる義務

が適用される結果となる可能性がある提案については、いずれも慎重な

検討を要することを指摘した。 

 もう一つのメンバーは、SBTの混獲はないとする EUの宣言をより良く

検証することができるよう、EUに対し、SBT分布域における科学オブ

ザーバーカバー率を高めるよう要請した。EUは、SBT分布域で操業す

る EU漁船には科学オブザーバーを乗船させる義務はない（それでも一

部には乗船している）ものの、他の RFMOの科学オブザーバー要件に

従って EUの科学オブザーバー計画を実施する義務があると回答した。

また EUは、QAR報告書でも説明されたとおり、SBTの混獲の可能性に

ついてクロスチェック及び検証するために別の方法が用いられているこ

とを強調し、メンバーに対し、CCSBTメンバーの港に入港する EU漁船

を検査するよう招請した。 

 QARに対して EUがどのように対応したのかに関する報告を EUが提出

することが提案された。EUは、2022年の CC/ECに対する国別報告書の

中で、DG-MARE及び EUメンバー国が QARにどのように対応したのか

に関する報告を含めることに合意した。 

 議長は、報告書を作成した QARレビューチーム、及び報告書の結論に

ついて議論する姿勢を示した EUに感謝した。 

将来的な QARの必要性 

 議長は、まぐろ遵守ネットワーク（TCN）やピュー／国際水産物持続財

団（ISSF）合同遵守ワークショップからのフィードバック等を踏まえれ

ば QARは CCSBTの強みであると考えられることを述べつつ、本議題項

目について紹介した。 

 会合は今日までの QARプロセスについて検討し、以下の点に留意し

た。 

• いくつかのメンバーは QARを引き続き支持した。また、将来的には

対象を絞った QARがより有効である可能性があることが認識され

た。 

• メンバーの人的な負担と予算面での影響の両方を考慮する必要があ

る。 



 

 ニュージーランドは、CC 17会合に提示するべく、将来的な QARの運

用を探求する文書を作成することを申し出た。 

 会合はニュージーランドの申し出に感謝し、ニュージーランドが CC 17

による検討に向けた文書を作成することに合意した。関心を有するメン

バーは休会期間中にコメントを行うよう要請される予定である。ピュー

は、このプロセスへの支援を申し出た。 

 

7.2.   市場調査に関する提案 

7.2.1. 日本による市場調査に関する提案にかかるアップデート 

 日本は、日本による市場提案の進捗状況について、文書 CCSBT-

TCWG/2110/06の関連部分を発表した。本文書では、当該提案が策定さ

れた歴史、提案の概要、及び提案の各要素に関するアップデートを提示

した。詳細は以下のとおり。 

• 全メンバーの漁獲量の検証に関する方法論の策定のための外部専門家

の雇用にかかる付託事項の作成。専門家は CCSBT 28において選出さ

れる予定である。 

• 日本の輸入統計とメンバーによる報告漁獲量の比較。漁獲物の一部は

日本以外の市場に仕向けられていることを示すものである。 

• CDSデータの利用及び COMTRADEデータとの比較による、SBTの

国際貿易量と国内流通量の検証（CCSBT-CC/2110/04 (Rev.1) の別紙 C

のとおり）。本解析は事務局により実施された。 

• 非メンバーに協力を要請するための決議の策定。一部のメンバーが留

保を表明したこと、及び本件はパフォーマンス・レビューの結果と合

わせて検討するのが有用と考えられることから、本件にかかる議論は

延期されていることに留意。 

• 報告漁獲量の正確性の検証に資する、CDS標識データと市場での標

識調査データの比較（CCSBT-CC/2110/16を参照）。 

• 管理標識調査にかかる費用（5万－6万ドル）の CCSBTによる支出の

検討。本調査の結果が全メンバーの漁獲量の検証（及び場合によって

は非メンバーUAMの検知）に利用される場合、本調査は国内のモニ

タリングスキームではなく CCSBTとしてのモニタリングスキームと

なる。日本は、本件についての意見交換を行うとともに、CCSBTの

資金により実施される調査の詳細を明確化するための電子メールグル

ープの創設を提案した。 

 会合は、日本によるリーダーシップの下、本プロジェクトに関する情報

交換のための休会期間中の電子メールグループを形成することに合意し

た。 

 日本の文書のうち、標識の判読性の改善に向けた標識装着方法の変更に

関するセクションは、CC会合前に開催された TCWG会合で検討された



 

後、議題項目 3で示した改正勧告を行った小グループにおいて再度検討

された。 

 

7.2.2. 標識調査データの試行的解析 

 本議題項目に関する議論は、CC会合の開会前に文書通信により開始さ

れた。 

 事務局は、CDSデータと日本市場から得られた標識調査データとを用い

てメンバーの報告漁獲量を検証する試行的解析に関する文書 CCSBT-

CC/2110/16を提出した。日本から提供された市場調査データと、事務局

が保有する CDS漁獲標識様式（CTF）データ（2010－2020年）を突合

した。市場調査データのうち判読可能であった標識番号と、CTF標識デ

ータとの一致率は全体として高かった（94.67 %）。全 CTFデータに対

する日本市場調査データのカバー率は、比較的高いカバー率（近年は約

7 %）を示した日本を除き、ほとんどのメンバーにおいて約 1 % かそれ

未満であった。市場調査から得られた重量データには相当数のエラーが

含まれていると思われたものの、こうしたエラーを除外した上で CTF

重量データと比較した場合、標識番号が一致した SBTの大部分は 2つの

データセット間の重量差が±5 % の範囲内にあったことから、CTFを通

じてメンバーから報告された漁獲量は合理的に正確であると定性的に述

べることができる。 さらに、データの一部の要素は、委員会及び／又は

メンバーが CDS要件の遵守に関するモニタリング及び指導の対象を絞

り込む際の指標となり得ることが示唆された。しかしながら、市場調査

データの代表性及びデータエラーの問題を踏まえれば、本解析から得ら

れた結果は極めて慎重に解釈されるべきであり、また如何なる数字もそ

の他の研究又は解析から得られた結果との比較に用いられるべきではな

い。 

 日本は、メンバー間でサンプル数が大きく異なるのは市場で競りにかけ

られる SBTの個体数にばらつきがあるためであると述べた。管理標識

調査では、旗国であるメンバーに関わらず、その日に競りにかけられる

SBTの全個体を確認及び記録している。同調査では、豊洲／焼津卸売市

場を経由しない SBTをカバーすることはできない。さらに、文書

CCSBT-TCWG/2110/06の 13ページに記載したような標識番号の読み取

りの難しさにより、一部のメンバーについて有効なサンプル数が少なく

なっている。 

 事前協議において、メンバーに対し、この情報は報告漁獲量の検証を支

援するものとして適切かどうか、また事務局は本解析を翌年も継続すべ

きかどうかについての質問がなされた。ほとんどのメンバーは、本情報

は適切なものであり、また来年も再度解析を行うべきであるとした。 

 またメンバーは、本解析の改善に向けて以下のコメントを行った。 

• 市場調査データと CDS標識データの間の一致件数を増加させるた

め、サンプルサイズを増加させるべきである。 



 

• 標識番号の判読性を向上させるために標識の装着方法を改善すべきで

あり、これによりカバー率を改善することができると考えられる。 

• 事務局に提供された市場調査データのうちの一部では、標識番号の形

式が事務局の保有する CDSデータの形式と異なっており、このため

に事務局の解析ではこれらの標識番号が判読不能として取り扱われ

た。CDS標識番号の形式に合わせてこれらのデータを再度提供すれ

ばこの状況は改善されるはずであり、より多数の有効サンプル数を得

ることができる。 

• メンバー横断的に代表性を改善するための方法を検討すべきである。

例えば、特定のメンバーの代表性の過小評価につながるような、市場

データの収集における季節的な要素といったものがあるのではない

か？ 

• ±20 % を超える外れ値は除外することが考えられる。しかしなが

ら、データ収集メカニズムの改善についても検討すべきである。 

• オーストラリアの標識にバーコードリーダーを使用することで、標識

番号の読み取りのスピードを正確性を向上することができ、また装着

位置が良くない標識についてもより容易に番号を読み取ることができ

る可能性がある。しかしながら、この方法では、標識番号を市場の魚

から得られた他のデータ（例えば重量）とリンクさせるための適切な

ソフトウェア／システムが必要となると考えられることが留意され

た。 

 会合は、事務局が 2022年も本解析を再度実施することに合意した。 

 

7.2.3. 日本以外の SBT市場に関する検討 

 事務局は、文書 CCSBT-CC/2110/04 (Rev.1) の関連部分として別紙 Cを

紹介した。 

 会合は、事務局に対し、本年と同じ形式で来年も本解析を再度実施する

こと、及び 2年連続で SBTの輸入量が 100トンを超えた全輸出国をハイ

ライトすることを勧告した。 

 

7.3.   CCSBT CDS決議改正案 

7.3.1. パラグラフ 9 

 本小議題項目に関する議論は、CC会合の開会前に文書通信により開始

された。 

 事務局は、CCSBTの CDS決議（パラグラフ 1.2及び 1.9）に対する改正

案に関する文書 CCSBT-CC/2110/10を提出した。 

 会合は、CCSBT CDS決議改正案に合意した。決議の改正部分は別紙 6

のとおりである。 

 



 

7.3.2. 別添 2 

 事務局は、TCWG 2による CDS標識装着に関する議論及び勧告を踏ま

えれば、決議別添 2は SBTに対する CDS標識の装着方法については言

及していないことから、CDS決議別添 2を改正する必要はないことを述

べた。 

 会合は、現時点では CDS決議別添 2の改正は不要であることに合意し

た。 

 

7.4.   常設議題項目 

 本小議題項目に関する議論は、CC会合の開会前に文書通信により開始

された。 

 事務局は、潜在的な非メンバーによる漁業活動及び非メンバーとの遵守

関係に関する文書 CCSBT-CC/2110/11を提出し、会合は同文書に留意し

た。同文書では以下を示した。 

• Trygg Mat Tracking (TMT) にかかる事務局の臨時資金の現状 

• 漁業／貿易に関する非協力的非加盟メンバー（NCNM）との連絡状況

の概要（事務局はロシア連邦に対して書簡を送付することとした CC 

15作業計画事項に関するアップデートを含む） 

• EU及びインドネシアによる 2018年から 2020年までの国別貿易デー

タサマリーの提供に関するアップデート（CC 15作業計画事項） 

• ICCATに対して報告された NCNMによる漁獲量に関するアップデー

ト 

• 国連 COMTRADEデータベースから抽出された 2018年から 2020年ま

での SBT貿易情報の概要 

 ピュー慈善財団（ピュー）は、2019年にみなみまぐろ保存委員会の統計

海区で報告された転載活動に関する AISデータの比較解析に関する文書

CCSBT-CC/2110/23を提出した。本文書は CCSBT 26で採択された「メ

ンバーによる非遵守の可能性を示唆する外部文書のレビュープロセス」

に従って提出されたものであることが留意された。 

 ピューは、将来も類似の解析に関する文書を提出することは予定してい

ないが、その代わりに 2022年は全 RFMOを対象とする最終的な総括文

書を提出する予定であると述べた。 

 会合は、事務局が将来的に提出された洋上転載の位置のクロスチェック

及び／又は一元化 VMSが無い状況でその他の解析を行うために公開さ

れている船舶自動識別装置（AIS）データを利用できるかどうかを検討

することを含め、ピューからの報告で示された勧告について検討した。

重要な論点は以下のとおり。 



 

• 一部のメンバーは、既に事務局の作業量が大きいことを踏まえ、事務

局に AIS解析を実施するキャパシティがあるのかどうかを疑問視し

た。 

• 一部のメンバーは、将来的に AIS解析を検討することは有益であると

した。 

• あるメンバーは、遡及的な解析を行うのではなく、対象を絞り込んだ

検査のように遵守上のリソースをより有効に振り向けることに資する

よう、リアルタイムに近い解析を行う方が良いと述べた。 

 会合は、事務局が将来的に AIS解析を実施するキャパシティを有してい

るのかどうかを判断するため、事務局に対し、2022年にいくつかの調査

的作業を行った上でその結論を CC 17に報告するよう勧告した。 

 また会合は、SBTを積載している船舶に対しては転載や水揚げを行わな

い場合であっても決議を適用する1形で港内検査の最低基準を定めた

CCSBTスキームに関する決議を強化することを検討したいかどうかに

ついて議論した。主な論点は以下のとおり。 

• 一部の寄港国であるメンバーに対してさらなる事務負担となる可能性

がある。 

• 日本は現在、ICCATの転載管理スキームの改正に関する ICCATでの

議論をリードしようとしており、CCSBTでの本件に関する将来的な

議論のプロトタイプとしてこれらの検討結果を活用することが有用で

ある可能性がある。 

 会合は、日本に対し、ICCATの転載管理スキームに関する議論について

の ICCATでの進捗状況を 2022年の CC 17会合に報告するよう勧告し

た。 

 会合は、米国、シンガポール、中国及びモーリシャスに対し、CC 17会

合にオブザーバーとして参加するよう招請することに合意した。 

 事前協議において、議長はメンバーに対し、電子モニタリングシステム

（EMS）についてはプレナリーで議論されることを述べつつ、常設議題

項目において提起したいその他の事項はあるかどうかを質問した。メン

バーから提起された事項はなかった。 

電子モニタリングシステム（EMS）にかかる議論 

 議長は、本議題項目について、将来的に SBT漁業の文脈においてどの

ように電子モニタリングの活用を検討し得るかについてメンバーが検討

する機会を提供するものであると述べた。議長は、オーストラリア及び

ニュージーランドに対し、本会合に対してそれぞれの国内漁業における

EMSの活用状況に関する情報提供ができるかどうかをたずねた。 

 

 
1 現行決議のパラグラフ 15は「メンバーは、毎年、指定港において外国漁船によって実施される陸揚げ
及び転載作業のうち少なくとも 5％ について検査を実施するものとする」と規定している。 



 

 オーストラリアは、総括として、以前に同メンバーの EMSに関する情

報提供を行って好評を得たこと、EMSは人間によるオブザーバーを置き

換えるものではないが一連の有益なモニタリングツールの一つであるこ

と、また CCSBTが検討し得る将来的な EMS基準については他の RFMO

において策定された基準との一貫性が重要であることを述べた。 

 ニュージーランドは、総括として、COVID-19パンデミックのような状

況下で人によるオブザーバーを容易に配乗できないような状況や、小型

漁船に対するモニタリングツールとして EMSを利用可能にしておくこ

とは有益であると述べた。またニュージーランドは、現行の科学オブザ

ーバー計画規範が起草された際には EMSは考慮されていなかったこ

と、また EMSと SOPSに関する一切の議論は ESCで行う必要があるこ

とを述べた。 

 日本は、一部の漁船で EMSの試験を行っており、SBTが出現する緯度

帯でその機能が発揮できるのかどうかに懸念を有していると述べた。オ

ーストラリアは、CCAMLR海域でも EMSの活用に成功したことを述べ

た。 

 全てのメンバーは、WCPFCの EMS基準の策定状況について引き続き把

握していくよう奨励された。日本は、不調和を回避するべく他の RFMO

での EMSに関する新たな議論についてもモニタリングしていく考えを

述べた。 

 会合は以下を勧告した。 

• 2022年に遵守専門作業部会（TCWG）会合を開催し、EMSを主な議

題項目とすること。EMSに関する技術的な情報交換を重点的に議論

する。 

• オーストラリアは、TCWGに対し、EMSに関して同メンバーが経験

してきた長所、短所及び潜在的な落とし穴について総括した文書を提

出する。 

• またオーストラリアは、WCPFC、及び可能であれば IOTCにおける

EMS基準に関する議論の進捗状況を総括した文書も提出する。 

• 米国は、大西洋浮きはえ縄船団における EMSの利用に関する技術的

な情報及び費用を含む形で ICCATに提出した文書を利用可能にす

る。 

 

議題項目 8. CCSBT の計画、政策及び取決め：レビュー、改正及び中

間報告 

8.1. CPG1：最低履行要件（MPR） 

 本小議題項目に関する議論は、CC会合の開会前に文書通信により開始

された。 



 

 事務局は、最低履行要件（MPR）改正案に関する文書 CCSBT-

CC/2110/12を提出した。CPG1のセクション 5.1及び 5.2（ERS関連措

置）及び 6.5（CC及び ECに対する年次報告）の改正が提案された。 

 会合はMPR改正案に合意した。MPRの改正部分は別紙 7のとおりであ

る。 

 

8.2. 遵守行動計画（CAP）のアップデート 

 議長は、CC 15で合意されたとおり、次期 CAPで網羅される行動事項の

検討については対面会合が開催されるまで保留することを述べた。した

がって、遵守リスク、及びそれらのリスクの緩和やより良い定量化に関

する進捗状況の検討についても保留となる。当面の間、本議題項目は、

次回の対面会合の前にメンバーが提起したいと考える行動事項やリスク

に関する検討事項がある場合に備えた「プレースホルダー」となる。 

 メンバーから提起された検討事項はなかった。会合は、次期 CAPに関

する検討を次回の対面会合まで保留することに合意した。 

 

8.3. CCSBTとその他機関との遵守関係のアップデート 

 本小議題項目に関する議論は、CC会合の開会前に文書通信により開始

された。 

 事務局は、CCSBTと他の機関との間の遵守関係に関する文書 CCSBT-

CC/2110/13を提出した。本文書では、メンバーに対し、国際監視・管

理・取締りネットワーク（IMCSN）及びその関連ネットワーク、並びに

様々な地域漁業機関／地域漁業管理機関と CCSBTとの遵守上の関係に

関する最新情報を提示した。また本文書では、ピュー慈善財団及び国際

水産物持続財団（ISSF）との関係についてもアップデートした。 

 さらに本文書では、IMCSNの傘下で新たに創設された非公式グループ

であるパン・パシフィック漁業遵守ネットワーク（PPFCN）に関する具

体的なアップデートを提示した。本グループはまぐろ遵守ネットワーク

（TCN）に非常に類似しているが、太平洋の域内 RFMOとしての属性

を有する RFMO／機関に重点化したものである。事務局は、CCSBTに

対して本グループに関連する財政的なコミットメントはほとんどないこ

とを述べた。 

 議長は、CCSBTが PPFCNに参加しても予算及びリソース上の影響はな

いものと想定されるとした事務局からの助言に言及した。その後、会合

は、既存の TCNモデルをベースとした非公式かつ任意の PPFCNに

CCSBTのコンプライアンス・マネージャーが参加することを承認し

た。 

 

 



 

議題項目 9. eSBTプロジェクト 

 議長は、「eSBT」とはメンバーが CCSBT関連で必要な特定のデータを

入力及び閲覧できるように開発されているオンラインの双方向システム

であることを述べた。これには、月別漁獲報告などのデータ、船舶許

可、権限を付与された確認者の承認及び eCDSが含まれている。 

 

9.1. オンラインデータ提出／データアクセスプロジェクト 

 本小議題項目に関する議論は、CC会合の開会前に文書通信により開始

された。 

 事務局は、CCSBTのオンラインによるデータ提出／アクセスプロジェ

クト（eSBT）の進捗状況のアップデートを示した文書 CCSBT-

CC/2110/14を提出した。CCSBTの eSBTの開発は順調かつ予算の範囲内

で進められており、本プロジェクトで予定されていた作業の大部分は完

了した。システムはメンバーによる利用向けに製品クラウドサーバーに

展開されており、本文書の作成時点において、月別漁獲報告の数字の入

力及び CDS確認者のアップデートのために 5つのメンバーがシステム

を利用している。許可船舶のコンポーネントは 2021年中に事務局及び

メンバーによってさらにテストされる予定であり、その後に製品サーバ

ーに展開される。現時点では追加作業は予定されておらず、2022年から

2024年までのメンテナンス費用として各年 5,000ドルが提案されてい

る。 

 質問に対し、事務局は、メンバーが eSBTに関する技術的問題を抱えて

いる場合の対応として、メンバーから電子メールで情報を提供していた

だいて差し支えないことを述べた。 

 

9.2. 試行的 eCDSの開発状況 

 事務局は、CCSBTの試行的 eCDSプロジェクトの進捗状況のアップデー

トに関する文書 CCSBT-CC/2110/15を提出した。 

 会合は、議題項目 3の TCWGからの報告において文書に示された作業

計画及びスケジュールを既に検討及び承認しており、また TCWG 2で勧

告された作業グループの設置についても承認した。同作業グループでは

以下について検討する予定である。 

• 未解決の課題（特に確認者、及び漁獲モニタリング様式への漁獲標識

様式の添付に関連する問題）を進捗させること 

• 業界向けのユーザーマニュアル（英語及び日本語）を策定すること 

• eCDSへの移行を可能とするような改正 CDS決議案を作成すること 

 

 



 

議題項目 10. 海鳥措置の実施の強化に関する提案 

 本小議題項目に関する議論は、CC会合の開会前に文書通信により開始

された。 

 バードライフ・インターナショナル（バードライフ）は、CCSBT漁業

における生態学的関連種・海鳥措置の実施の強化に関するプロジェクト

のアップデートにかかる文書 CCSBT-CC/2110/22 (Rev.2) を提出した。

CC 15以降、CCSBT漁業における生態学的関連種・海鳥措置の実施の強

化に関するプロジェクトの策定作業が進められてきた。休会期間中の海

鳥作業グループ（SBWG）が設立され、バードライフ及び CCSBT事務

局がプロジェクトの作業計画案を作成し、これに SBWGからのコメン

トが盛り込まれた。 

 質問に対し、バードライフは、リスク評価の意図するところは 2016年

のデータを用いた最初の全球的海鳥混獲評価以降に測定可能な推定海鳥

捕獲数の減少があったかどうかを判断することであると述べた。これは

本プロジェクトの変化の指標となり、リスク評価はプロジェクトのスケ

ジュールの最後に完了する予定である。評価の結果は CCSBT及び他の

RFMOに対して利用可能とされ、海鳥 CMMを変更する必要があるかど

うか、又は海鳥措置の遵守をさらに改善するかどうかを判断するために

利用される可能性がある。しかしながら、その結果の用途を特定するこ

とは、本プロジェクトのスコープの範囲外である。本プロジェクトのス

コープは、リスク評価を確実に完了させることである。 

 バードライフは、プロジェクトの作業計画の策定に向けた 1年にわたる

メンバーの努力に感謝した。 

 

議題項目 11. 2022年の作業計画 

 CCは、2022年の作業計画を以下のとおり策定した。毎年継続している

任務については、2022年の新規事項でない限りここには記載していな

い。 
 

時期 リソース 

保存管理措置の遵守状況に関する事務局

文書で非遵守問題が指摘されたメンバー

は、国別報告書（セクション 1.3）におい

て、非遵守を是正するために取られた措

置の進捗状況を報告する。 

CC 17まで 関連メンバー 

2021年 8月下旬に発生した CDS標識装着

要件に関する極めて特殊な状況に関する

通知（CPG5に基づく通知）を提出する。 

至急 日本 

輸入 CDS文書の提出に向けた改善の進捗

状況について報告する。 

 

進捗があ

り次第速

やかに 

韓国 



 

 
時期 リソース 

2022年の CC/ECに対する国別報告書にお

いて、他のまぐろ類 RFMOによる ERS措

置に関する評価結果の情報を共有する。 
 

CC 17まで Japan 日本 

夜間投縄に関する報告は全ての投縄が夜

間に完了したことを意味しているのかど

うかを確認するべく、メンバーに連絡す

る。 

至急 事務局、メンバー 

南アフリカは、メンバー及び事務局が南

アフリカへの支援の提供を申し出ている

ことに留意しつつ、CCにより特定された

非遵守の問題に段階的に対応していくた

めの計画（実施スケジュールを含む）を

策定する。 

至急かつ

CC 17より

前に 

南アフリカ 

事務局に対し、漁業海域別の SBT漁獲物

解析の結果を提出する。 

至急 インドネシア 

WCPFCとの転載MoCの運用開始に向け

た作業を継続し、進捗状況を報告する。 

CC 17まで 事務局 

日本に対し、権限を付与された確認者の

任命、管理上のアレンジメントにおける

確認者の役割、任命の法的根拠、及び検

証又は監査により不調和が確認された場

合のペナルティに関する情報を文書で提

供する。 

至急 オーストラリア及

びニュージーラン

ド 

試行的 eCDSについて、以下を含む未解

決の課題を進捗させるための作業部会を

設立及びリードする：(1) CDSに関する未

解決の課題（特に権限を付与された確認

者、及び漁獲モニタリング様式への漁獲

標識様式の添付に関する問題）、(2) 業界

向けの適切なユーザーマニュアル（英語

版及び日本語版の両方）を作成する必要

性、及び (3) eCDSへの移行を可能とする

改正 CDS決議案の作成。 

至急 事務局、メンバー 

米国、シンガポール、中国及びモーリシ

ャスに対し、CC 17会合へのオブザーバ

ー参加を招請する。 

CC 17まで 事務局 

eCDSプロトタイプの使用方法を説明する

ショートビデオを作成する。 

2021年 10

月 

事務局 



 

 
時期 リソース 

試行的 eCDSに関するフィードバックを

検討及び受領するため、2021年 10月 25

日の週から、データマネージャーと各メ

ンバーによる 1対 1の非公式会合をアレ

ンジする。 

至急 事務局、全メンバ

ー 

事務局に対し、プロトタイプ eCDS（特に

確認のルール）に関するフィードバック

を行う。 

至急 全メンバー 

CC 16に提出された eCDSの次のステップ

及び作業計画にしたがって、eCDSの開発

を継続する。 

継続 事務局 

2022年の CC/ECに対する国別報告書のセ

クション 1.1において、CDS標識の装着

方法に関して合意された改善方法にかか

るメンバーによる試験的な実施の結果を

報告する。 

CC 17まで オーストラリア、

韓国、台湾及びそ

の他全ての関連メ

ンバー 

CCSBTウェブサイトに掲載されている

CDS標識装着に関する説明書をアップデ

ートする。 

至急 事務局 

事務局に対して自主的に提出された食害

による SBT死亡量の推定値を含む形で、

文書 CCSBT-CC/2110/18の表を作成す

る。（事務局は本件に関するリマインド

を行う） 

2022年科

学データ

交換プロ

セスのタ

イミング 

全メンバー／事務

局 

2022年の CC/ECに対する国別報告書の中

で、EUへの QARに対して DG-MARE及

び EUメンバー国がどのように対応した

のかを報告する。 

CC 17まで EU 

メンバーとピューが支援をオファーした

ことを踏まえつつ、CCSBTにおける将来

的な QARの運用について検討する文書を

作成する。 

CC 17まで ニュージーランド 

2022年の解析をどのように改善するかに

かかる提案を考慮し、2021年に実施した

標識データ解析を再度実施する。 

CC 17まで 事務局 

日本市場における管理標識調査を CCSBT

による費用負担で実施する可能性につい

て検討するための情報交換を行う休会期

間中の電子メールグループを設置する。 

CC 17まで 日本がリードし、

全メンバーが参加 



 

 
時期 リソース 

保存管理措置の遵守状況に関する事務局

文書の別紙 Cに引き続き新たな表 iii) – vi) 

を含めるとともに、2020年と 2021年の両

年において 100トン以上の SBTを輸入し

た全ての市場国をハイライトする。 

CC 17まで 事務局 

EU及びインドネシアは、事務局に対し、

それぞれの国内データベースから利用可

能な最善の年次貿易データサマリー

（2021暦年に輸出／輸入された生鮮／冷

凍 SBTのトン数）を提出する。 

CC 17まで EU／インドネシア 

将来的に事務局が AIS解析を実施するキ

ャパシティがあるかどうかを判断するた

め、2022年中に調査的な作業を実施す

る。 

CC 17まで 事務局 

ICCATの転載管理スキームの改訂に関す

る ICCATでの議論の進捗状況を報告す

る。   

CC 17まで 日本 

TCWGに対し、EMSに関して経験してき

た長所、短所及び落とし穴、並びに

WCPFC及び IOTCにおける EMS基準の

検討の進捗状況の概要を総括する文書を

作成する。 

TCWG 3

まで 

オーストラリア 

CC 16で米国が言及した EMSに関する文

書を提出する。 

TCWG 3

まで 

米国 

2021／2022年に予定されているオンライ

ンデータ提出及びアクセスプロジェクト

の作業を実施する。 

CC 17まで 事務局／メンバー 

海鳥措置の実施の強化に関するプロジェ

クトを開始する。 

2022年中

頃 

事務局／関連メン

バー／プロジェク

トパートナー 

 

議題項目 12. その他の事項 

 その他の事項はなかった。 

 

議題項目 13. 拡大委員会に対する勧告 

勧告 

 CCは、ECに対して以下を勧告した。 

1. 5年間をかけて 456.584トン（各年 91.3トン）を返済することとし

てインドネシアから提出された修正返済計画に合意すること。CC



 

はインドネシアから報告された同メンバーの行動に勇気づけられる

とともに、現時点から 12月末までに利用可能なインドネシアの漁獲

量は 173.99トンしかないことに留意しつつも、EC 27において合意

された計画の一環として行われたコミットメントに沿ったものであ

ることを確信した。 

2. ECは、南アフリカに対し、メンバー及び事務局が南アフリカへの支

援の提供を申し出ていることに留意しつつ、CCにより特定された

非遵守の問題に段階的に対応していくための計画（実施スケジュー

ルを含む）を策定するよう要請すること。 

3. CCの 2022年の作業計画案を承認すること。 

4. ECは、対面会合を開催することができなかったために遵守計画につ

いて詳細に検討するのは不可能であったことに留意しつつ、現行の

遵守行動計画をさらに 1年間延長することに合意すること。 

5. 漁業における電子モニタリングシステムの活用の可能性を検討する

ため、2022年の CC 17会合の前に遵守専門作業部会会合を開催する

こと。オーストラリアは、議論のたたき台となる文書に加えて

WCPFC及び IOTCでの進捗状況の概要を提出し、また米国は

ICCATで同国が発表した文書を提供する。 

6. 試行的 eCDSの開発作業を継続するとともに、権限を付与された確

認者や漁獲標識様式の添付に関するガイダンスの提供、業界向けの

ユーザーマニュアル（英語版と日本語版の両方）の作成、及び

eCDSへの移行を可能とする改正 CDS決議案の作成を行う作業グル

ープを設置すること。 

7. ECは以下に合意すること。 

a. メンバーによって取られた措置の報告を促すための新セクショ

ン「1.3 非遵守を是正するために取られた措置の進捗状況」を含

む、改訂年次報告書テンプレート 

b. パラグラフ 1.2及び 1.9の微修正を含む改正 CDS決議 

c. セクション 5.1、5.2及び 6.5を修正した CPG1：最低履行要件

（MPR） 

8. ECは、ESCに対し、帰属漁獲量の定義とその適用の文脈から本件

についてさらに検討することができるよう、文書 CCSBT-

CC/2110/18に総括された食害の問題について検討し、資源評価及び

管理方式に対する食害の潜在的影響について ECに助言を行うよう

要請することに合意すること。 

9. ECは、米国、シンガポール、中国及びモーリシャスに対し、CC 17

会合にオブザーバーとして参加するよう招請すること。 

 

  



 

留意事項 

 CCは ECに対し、以下の事項に留意するよう提案する。 

1. 南アフリカは CCの議論に参加しなかったが、事前協議中の質問に

対してはある程度回答したこと。 

2. CCは、事務局からの報告で特定された一連の ERS関連の問題につ

いて検討し、特定された問題に対処するためにメンバーが実施予定

の措置について留意したこと。 

3. CCは、極めて特殊な状況があったことに留意しつつ、2020年にお

ける科学オブザーバーカバー率が低かった（また一部ではゼロであ

った）理由についてレビューした。CCは、全メンバーに対し、状

況が許す限り、10 % のカバー率目標に向けて努力するよう勧奨し

た。一部のメンバーは、2021年の今日までのオブザーバーカバー率

がゼロであったことが留意された。 

4. 2020年の推定引き伸ばし海鳥死亡数は、合計で 1,500個体以上であ

った。CCは、メンバーが 2019年よりも数字を改善させたことに留

意し、一部のメンバーは現状の死亡数は引き続き懸念であると述べ

た。CCは、メンバーに対し、混獲緩和措置の使用改善及び海鳥死

亡数の削減のための努力を継続するよう奨励した。 

5. 2020年には、COVID-19による制約に由来する極めて特殊な状況の

影響で多数の洋上転載がオブザーバー無しで行われ、またメンバー

はこの状況が 2021年も継続していることを報告した。メンバーは、

リスクを低減するために取られた追加的措置について説明した。 

6. CCは EUに対する QARの結果について検討し、EUは、特定された

問題に対処するために多数の措置を実施する予定であること。EU

は、2022年の CC／ECに対する国別報告書の中で、DG-MAREと

EUメンバー国が QAR勧告にどのように対応したかについて報告す

ることに合意した。 

7. QARの将来について検討され、CCは、本件について CC 17会合で

さらに検討することに合意したこと。ニュージーランドは、この議

論を促すためのたたき台となる文書を（他のメンバー及びオブザー

バーからのインプットを得て）作成することを申し出た。 

8. 会合は、市場調査に関して日本及び事務局の両者により実施されて

いる作業を継続することを支持した。日本は、管理標識調査を

CCSBTの資金により実施する可能性に関する情報及び意見を交換す

るための電子メールグループを形成する。 

9. 会合は、事務局が将来的に AIS解析を実施するキャパシティを有し

ているのかどうかを判断するため、2022年にある程度の調査的な作

業を実施し、その結論を CC 17に報告することに合意した。 



 

10. ICCATは同委員会の転載管理スキームに関する作業に取り組んでい

ることが留意され、日本は ICCATでの作業状況について報告するこ

とを申し出た。 

11. 会合は、CCSBTのコンプライアンス・マネージャーが、既存の

TCNモデルをベースとする非公式かつ任意のパン・パシフィック漁

業遵守ネットワークに参加することを承認した。 

 

議題項目 14. まとめ 

14.1.   会合報告書の採択 

 会合報告書が採択された。 

 

14.2.   閉会 

 会合は、2021年 10月 7日午後 8時 39分（キャンベラ時間）に閉会し

た。 
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暫定議題 

第 16回遵守委員会会合 

2021年 10月 5－8日 

オンライン 

1. 開会 

1.1 歓迎の辞 

1.2 議題の採択 

1.3 会議運営上の説明 

 

2. CCSBT保存管理措置の遵守状況の概要 

2.1 事務局からの報告 

2.2   COVID-19に関連する問題の検討 

2.2.1 CPG5に基づき受領した通知に関する報告  

2.2.2    オブザーバー不在で行われた SBT洋上転載の件数及び 

メンバーによって取られた措置に関する報告  

2.2.3    将来の漁期における CPG5の適用 

2.3 メンバーからの年次報告 

2.4 CCSBT管理措置の遵守状況の評価 

2.4.1 メンバーの遵守状況 

2.4.2 是正措置政策の適用 

 

3.  遵守専門作業部会（TCWG）からの報告 
 

4. CC 15による 2021年の作業計画の進捗状況のレビュー 
 

5. CCSBT措置の運用状況：課題及びアップデート 
 

6. 国別配分量に帰属する SBT漁獲量（帰属 SBT漁獲量）の定義 

   及び食害 

 

7. CCSBT遵守計画の実施状況 

7.1 遵守評価プロセス及び QAR 

7.1.1 休会期間中の作業グループからの報告 

7.1.2 品質保証レビュー（QAR） 

7.2 市場調査に関する提案 

 7.2.1 日本による市場調査に関する提案にかかるアップデート 

7.2.2 標識調査データの試行的解析 

7.2.3 日本以外の SBT市場に関する検討 

 

 



7.3 CCSBT CDS決議改正案 

7.3.1 パラグラフ 9 

7.3.2 別添 2 

7.4 常設議題項目 

 

8. CCSBTの計画、政策及び取決め：レビュー、改正及び中間報告 

8.1 CPG1：最低履行要件（MPR） 

8.2 遵守行動計画（CAP）のアップデート 

8.3 CCSBTとその他機関との遵守関係のアップデート 

 

9. eSBTプロジェクト 

9.1  オンラインデータ提出／データアクセスプロジェクト 

9.2  試行的 eCDSの開発状況 

 

10. 海鳥措置の実施の強化に関する提案 

 

11. 2022年の作業計画 

 

12. その他の事項 

 

13. 拡大委員会に対する勧告 

 

14. まとめ 

14.1. 会合報告書の採択 

14.2. 閉会 
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文書リスト 

第 16回遵守委員会会合  

 

(CCSBT-CC/2110/) 

1. Provisional Agenda  

2. List of Participants 

3. List of Documents 

4. (Secretariat) Compliance with CCSBT Management Measures (Rev.1) 

(CC agenda items 2.1, 7.2.3) 

5. (Secretariat) Annual Report on Members’ implementation of ERS measures and 

performance with respect to ERS 

(CC agenda item 2.1) 

6. (Secretariat) Corrective Actions Policy: Review of Indonesia’s Implementation of 

its Payback and Management Plans 

(CC agenda item 2.4.2) 

7. (Secretariat) Progress Report on Compliance Committee WorkPlan Items for 

2021 

(CC agenda item 4) 

8. (Secretariat) Operation of CCSBT MCS Measures (Rev.1) 

(CC agenda items 2.2.2 and 5) 

9. (CCSBT) Quality Assurance Review of the EU On behalf of the Commission for 

the Conservation of Southern Bluefin Tuna  

(CC agenda item 7.1.2) 

10. (Secretariat) Proposed Revisions to the CCSBT’s Catch Documentation Scheme 

(CDS) Resolution 

(CC agenda item 7.3) 

11. (Secretariat) Potential Non-Member Fishing Activity/Trade & Trade Summaries 

(CC agenda item 7.4) 

12. (Secretariat) Draft Revised Minimum Performance Requirements (MPRs)  

(CC agenda item 8.1) 

13. (Secretariat) Update on CCSBT’s Compliance Relationships with Other Bodies 

and Organisations 

(CC agenda item 8.3)  

14. (Secretariat) Progress Update on the CCSBT’s On-line Data Submission/ Access 

Project  

(CC agenda item 9.1) 



 

15. (Secretariat) Progress Update on the CCSBT’s Trial eCDS Project  

(CC agenda item 9.2)  

16. (Secretariat) Trial analysis for verification of reported catch by Members with 

CDS data and tag survey data obtained from Japanese market  

(CC agenda item 7.2.2) 

17. (Australia) Compliance Assessment Process - Reporting from the intersessional 

correspondence group 

(CC agenda item 7.1.1) 

18. (New Zealand) Report back from the intersessional discussion group on predated 

southern bluefin tuna  

(CC agenda item 6) 

19. (Indonesia) Implementation of the Indonesia’s payback plan on the over catch of 

2020  

(CC agenda item 2.4.2) 

20. (Indonesia) Implementation of Indonesia’s work plan to remain within TAC for 

2021 

(CC agenda item 2.4.2) 

21. (Indonesia) Further investigation into discrepancies between COMTRADE and 

Indonesia CDS data 

(CC agenda item 4) 

22. (BirdLife and CCSBT) Update on the Project for Enhancing the Implementation 

of Ecologically Related Species Seabird Measures within CCSBT Fisheries 

(Rev.2) 

(CC agenda item 10) 

23. (Pew Charitable Trusts) A Comparative Analysis of AIS Data with the 

Commission for the Conservation of Southern Bluefin Tuna Statistical Areas 

Reported Transshipment Activity in 2019 

(CC agenda item 7.4) 

 

(CCSBT-CC/2110/SBT Fisheries -) 

Australia Annual Report to the Compliance Committee and the Extended 

Commission 

European Union  Annual Report to the Compliance Committee and the Extended 

Commission 

Indonesia Annual Report to the Compliance Committee and the Extended 

Commission 

Japan Annual Report to the Compliance Committee and the Extended 

Commission 



 

Korea Annual Report to the Compliance Committee and the Extended 

Commission 

New Zealand Annual Report to the Compliance Committee and the Extended 

Commission 

South Africa Annual Report to the Compliance Committee and the Extended 

Commission (Rev.2) 

Taiwan  Annual Report to the Compliance Committee and the Extended 

Commission 

 

(CCSBT-CC/2110/Rep) 

1. Report of the Twenty-Sixth Meeting of the Scientific Committee (August 2021) 

2. Report of the Twenty-Seventh Annual Meeting of the Commission (October 

2020) 

3. Report of the Fifteenth Meeting of the Compliance Committee (October 2020) 

4. Report of the Twenty-Fifth Meeting of the Scientific Committee (September 

2020) 

5. Report of The Thirteenth Meeting of the Ecologically Related Species Working 

Group (May 2019) 

6. Report of the Twenty-Sixth Annual Meeting of the Commission (October 2019) 

7. Report of the Fourteenth Meeting of the Compliance Committee (October 2019) 

8. Report of the Fifth Meeting of the Strategy and Fisheries Management Working 

Group (March 2018) 

 

 

 

(Documents to be discussed from the Technical Compliance Working Group)1 

 

(CCSBT-TCWG/2110/) 

4. (Secretariat) Background Paper for the 7 & 8 April 2021 eCDS Working Group  

(CC agenda item 9.2) 

5. (Secretariat) Background Paper #2 for the eCDS Working Group: Error checking 

in the eCDS 

(CC agenda item 9.2) 

6. (Japan) Update on Japanese market proposal  

(CC agenda item 7.2.1 and 7.2.3) 

 
1 メンバーが遵守委員会（CC）において検討する可能性がある TCWG会合文書。これらの文書について

は再度の文書番号の付与は行わない。 
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CDS標識の装着方法に関する遵守委員会の勧告 

 

• メンバーは、2022年の CC／ECに対する国別報告書のセクション 1.1にお

いて、以下に掲げる標識装着の改善方法の試行的な実施状況について報告

すべきである。 

o A 型標識（CCSBT 一元管理標識又は韓国の標識）：メンバーは、喉

元から 5 cm以内の口腔内に標識を装着することが奨励される（図 1

を参照）。 

o B型標識（オーストラリアスタイルの標識）：メンバーは、標識を鰓

蓋ではなく尻鰭に装着することが奨励される（生鮮 SBTのみ。図 2

を参照）。 

• 生鮮魚に対して CCSBTの CDS一元管理標識を使用しており、かつ標識を

鰓蓋を通す形で装着しているメンバーは、上記の対象とはならない。 

o 全てのメンバーは、漁業者／取引業者に対し、標識を保持するよう

さらに促進することが奨励される。 

• TCWG は、CC に対し、上記の点を CC の作業計画に明示するとともに、

後日（1年又は 2年後）、この問題について再検討すべきである。 

• 事務局は、CCSBTウェブサイトに掲載されている標識装着の説明書を適切

に修正すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（図 1） 

 

 

 

 

（図 2） 
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遵守委員会及び拡大委員会に提出する年次報告書のテンプレート 

（第 28回委員会年次会合（2021年 10月 13日）において修正） 

 

複数の SBT漁業があり、各々異なる規則及び手続が適用されている場合には、漁業ごとに

テンプレートに記入する方が簡単かもしれない。１つのテンプレートに全ての漁業を記入す

る場合は、各漁業の情報を明確に区別すること。 

テンプレートは、事項によっては割当年度ベースの情報を求めている。CCSBTに関して割

当年度を特定していないメンバー・CNM（すなわち EU）は、暦年ベースで情報を提供する

こと。同テンプレートでは、割当年度（割当年度を有しない場合は、暦年）を「漁期」と称

している。別途記載がない限り、直近に終了した漁期の情報を提供すること。メンバー及び

CNMは、提出時の漁期にかかる操業が終了している場合又は終了間近である場合には、当

該漁期の予備的情報も提供することが奨励される。 

 

目次 ページ 
 

1 監視、管理及び取締り（MCS）改善事項のまとめ 2 

1.1 今漁期に実現した改善事項 2 

1.2 今後予定されている改善事項 2 

1.3 非遵守を是正するために取られた措置の進捗状況 2 

2 SBT漁業及び MCS 2 

2.1 みなみまぐろ漁業 2 

2.2 SBT漁獲量のモニタリング 5 

2.3 SBT の曳航、いけすへの活け込み、いけす間の移送（蓄養のみ） 6 

2.4 SBTの転載（港内及び洋上） 6 

2.5 SBT／SBT製品を船上に保持する外国漁船／運搬船（FV／CV）の港内検査 7 

2.6 SBTの貿易のモニタリング 7 

2.7 CDSに関して実施された監査のカバー率及び種類 8 

3 別添 1の各セクションに対する変更点 8 

別添 1. 常設事項: 漁業における SBT漁獲量をモニタリングするために 用いる MCS取決め

の詳細 9 

1 SBT漁獲量のモニタリング 9 

1.1 SBT の曳航、いけすへの活け込み、いけす間の移送（蓄養のみ） 11 

1.2 SBTの転載（港内及び洋上） 11 

1.3 SBT／SBT製品を船上に保持する外国漁船／運搬船の港内検査 12 

1.4 国産品の水揚げ（漁船由来及び蓄養場由来の両方） 12 

1.5 SBTの貿易のモニタリング 12 

1.6 その他 13 

2 生態学的関連種に関する追加的報告要件 13 

附属書 1. CCSBT許可船舶決議 15 
  



 
 

1 監視、管理及び取締り（MCS）改善事項のまとめ 

1.1 今漁期に実現した改善事項 

今漁期に実現した MCS改善事項の詳細を記入すること。 

1.2 今後予定されている改善事項 

今後の漁期に予定されている MCS改善事項及びその実施予定日を記入すること。 

1.3 非遵守を是正するために取られた措置の進捗状況 

前回の遵守委員会会合で特定されたあらゆる非遵守について、それらを是正するために取ら

れた措置を記入すること。 

 

2 SBT漁業及び MCS 

2.1 みなみまぐろ漁業 

2.1.1 漁獲量及び国別配分量 

直近に終了した 3漁期における有効漁獲上限、繰越しの量、総漁獲利用可能量及び帰属漁獲

量を下表 1に記入すること。 

 

表 1. 有効漁獲上限、繰越しの量、総漁獲利用可能量及び帰属漁獲量 

A B C D E 

漁期 

有効漁獲

上限1 

（トン） 

当漁期に繰

り越された

漁獲枠 

（トン） 

総漁獲利用

可能量2 

(B+C) 

（トン） 

帰属漁獲量3

（トン） 

 (例：2019

年 4月－

2020年 3月)         

          

          

 

2.1.2 各漁業種類ごとの配分量及び SBT死亡量 

直近に終了した 3漁期における各漁業種類ごとの配分量及び SBT死亡量を下表 2に記入する

こと。特定の漁業種類における SBT死亡量に関する情報が利用可能でない場合は、最善の

推定漁獲量を使用すること。全ての数字をトン数で記入すること。 

 
  

 

 

 
1 有効漁獲上限とは、メンバーに対する国別配分量に、国別配分量に関して合意された短期的な変更にかかる調整分を加えた数

量をいう。例として CCSBT 24報告書パラグラフ 87の表 1 (3) の欄を参照されたい。 
2 総漁獲利用可能量とは、当該割当年におけるメンバーへの有効漁獲上限としての配分量に、未漁獲の 

配分量として当該割当年に繰り越された一切の数量を加えたものをいう。 
3 「メンバー又は CNM の国別配分量に対して計上する帰属漁獲量は、同国の管轄下又は管理下にある漁業活動の結果によるみ

なみまぐろの総死亡量であって、特に以下に起因する死亡を含むものとする: 商業的漁業操業（SBT を主な漁獲対象とするかど

うかを問わない）; 放流及び／又は投棄; 遊漁; 慣習的及び／又は伝統的漁業; 沿岸零細業業」 



 
 

表 2. 各漁業種類ごとの配分量及び SBT死亡量 

漁業種類 
SBTを主な漁獲対象とする商業漁業操業であるか否か 

漁業種類 1:（漁業種類名） 漁業種類 2:（漁業種類名） 

漁期 国内配分量 死亡量（トン） 国内配分量 死亡量（トン） 

(例：2019年 4月－2020

年 3月)     

     

     

漁業種類

（続き） 

 

放流及び／又は投棄 遊漁 
慣習的及び／又は 

伝統的漁業 
沿岸零細漁業 

漁業種類 3: 漁業種類 4:  漁業種類 5: 漁業種類 6 

漁期 
国内 

配分量 

死亡量 

（トン） 

国内 

配分量 

 

死亡量 

（トン） 

国内 

配分量 

死亡量 

（トン） 

国内 

配分量 

死亡量 

（トン） 

         

         

         

 

2.1.3  SBT漁獲量（保持及び非保持） 

直近に終了した 3漁期における各漁業種類（例：商業はえ縄、商業まき網、商業用船、商業

国内船団、遊漁、慣習的及び／又は伝統的漁業及び沿岸零細漁業）ごとの SBT漁獲重量

（トン）及び漁獲尾数を下表 3に記入すること。報告データが利用可能でない場合は、最善

の推定値を記入すること。船上保持された SBTと保持されなかった SBTの両方を記入する

こと。蓄養以外の全ての漁業種類については、「保持 SBT」には船上保持された SBTを含

み、「非保持 SBT」には海に戻した SBTを含む。蓄養については、「保持 SBT」には蓄養

いけすに活け込まれた SBT及び曳航中の死亡を含む。可能な場合は、漁業種類ごとに、重

量（トン）及び尾数の両方を括弧書きで示すこと（例：[250]）。表の全ての欄に記入するこ

と。数値がゼロの場合は、「0」と記入すること。 
 

表 3. SBT漁獲量（保持及び非保持） 

漁期  

保持・非保持 SBT 

商業的漁業種類（重量はトン数）  

漁業種類 1 

（漁業種類名） 

漁業種類 2 

（漁業種類名） 

漁業種類 3: 遊漁 

 

漁業種類 4: 慣習的／

沿岸零細漁業 

保持 SBT 
非保持

SBT 
保持 SBT 

非保持
SBT 

保持 SBT 
非保持

SBT 

保持
SBT 

非保持
SBT 

(例：2019

年 4月－

2020年 3

月) 

        

         

         

 



 
 

2.1.4 漁業種類ごとの船舶の隻数 

直近に終了した 3漁期について、漁業種類ごとに、漁期及び SBTを漁獲した船舶の隻数を

下表 4に記入すること。 

 

隻数を示すことができない場合は、最善の推定値を記入すること、  

 

表 4. 漁業種類別隻数 

 隻数 

 商業的漁業種類 

漁業種類 3: 遊漁 

漁業種類 4: 慣習的／

沿岸零細漁業 
漁期  

漁業種類 1 

（漁業種類名） 

漁業種類 2 

（漁業種類名） 

(例：2019年 4

月－2020年 3

月) 

    

     

     

  



 
 

2.2 SBT漁獲量のモニタリング 

2.2.1 日次ログブック 

i. 日次ログブックが義務でない場合は、日次ログブックが求められる SBT漁業の割合

を示すこと。 

 

ii. 収集した努力量及び漁獲量の情報が、CCSBT科学調査計画（SC5報告書別紙 D）の

「ミナミマグロ漁獲の評価」において規定されている事項（保持・投棄された漁獲

を含む）に従ったものとなっているか否かを記入すること。従ったものとなってい

ない場合は、非遵守の内容について説明すること。 

2.2.2 追加的な報告方法（RTMP等） 

i. 複数の報告方法がある場合（例：日次・週次・月次の SBT漁獲報告、標識及び SBT

測定に関する報告、ERS相互作用の報告等）は報告方法ごとにそれが義務的要件で

あるか否か、義務でない場合は当該報告方法の対象となる SBT漁業の割合を記載す

ること。 

2.2.3 科学オブザーバー 

i. 各漁業種類（例: はえ縄、まき網、商業用船及び国内船団）ごとに、直近に終了した

3漁期において観察された SBT漁獲量及び漁獲努力量の割合を下表 5に記入するこ

と。漁獲努力量の単位は、はえ縄では鈎針数とし、まき網では投網数とすること。 

 

表 5. SBT漁獲量及び漁獲努力量にかかるオブザーバーカバー率 

漁期 

漁業種類 1 漁業種類 2 

観察漁獲

努力量

（%） 

観察 

漁獲量

（%） 

観察漁獲

努力量

（%） 

観察 

漁獲量

（%） 

(例：2019年 4月－

2020年 3月) 
    

     

     

 

 

ii. オブザーバー計画が CCSBT科学オブザーバー計画規範に従っていたものか否かにつ

いて記入すること。従ったものとなっていなかった場合は、非遵守の内容について説

明すること。さらに、他メンバーとのオブザーバー交換があったか否かを示すこと。  

2.2.4 船舶監視システム（VMS） 

直近に終了した漁期につきメンバーの旗を掲げる許可運搬船及び SBTを漁獲又は収穫する

許可漁船に関して、以下を記入すること、 

 

i. CCSBTの VMS決議に従って義務付けられた VMSが運用されたか？ 

 

ii. CCSBTの VMS決議に従って義務付けられた VMSが運用されなかった場合は、非遵

守の詳細及び今後の改善計画を示すこと。 

 

iii. 自国船籍の 1) 漁船（FV）及び運搬船（CV）であって、自国の VMSシステムへの報

告が義務付けられている隻数: 

1) FVs: 

2) CVs: 

 



 
 

iv. 自国船籍の 1）漁船（FV）及び運搬船（CV）であって、自国の VMSシステムに実

際に報告した隻数: 

1) FVs: 

2) CVs: 

 

v. VMSの要件が遵守されなかった理由及びメンバーがとった措置。 

 

vi. 漁船に搭載された VMSが故障した場合、故障した時点での漁船の位置（緯度及び経

度）及び VMSが稼動していなかった期間。 

 

vii. CCSBTの VMS決議パラグラフ 3 (b) に基づいて実施された調査に関する説明（現時

点までの進捗状況及び取られた措置を含む）。 

2.2.5 洋上検査 

直近に終了した漁期中におけるメンバーの取締船による SBT許可漁船に対する洋上検査の

カバー率（例:検査された SBT航海数のパーセンテージ）を記入すること。  

2.2.6 許可船舶に関する要件 

附属書 1に示した許可船舶に関する要件に対して講じられた自国内の行動及び措置（懲罰的

及び制裁的行動を含む）にかかるレビューの結果を報告すること。 

2.2.7 その他の漁業種類（例: 遊漁、慣習的漁業等）による SBT漁獲量のモニタリ

ング 

その他の漁業種類における漁獲量をモニタリングするために用いたモニタリング手法の詳細

を示すこと。  

2.3 SBT の曳航、いけすへの活け込み、いけす間の移送（蓄養のみ） 

 

直近に終了した 3漁期において観察された曳航数の割合及び観察された曳航用いけ

すから蓄養いけすへの魚の移送の割合を下表 6に記入すること。 

表 6. 曳航、いけすへの活け込み及びいけす間の移送のオブザーバーカバー率 

漁期 

曳航にかかる 

オブザーバー 

カバー率 (%) 

移送にかかる 

オブザーバー 

カバー率 (%) 

(例：2019年 4月－

2020年 3月) 
  

   

   
 

i. 継続的な監視に向けたステレオビデオシステムの採用計画に関する最新情報を示すこ

と。 

2.4 SBTの転載（港内及び洋上） 

大型漁船の転載に対する計画創設に関する決議に準じて、以下を報告すること。 

 

i. 直近に終了した 3漁期に洋上及び港内において転載された SBTの数量及び割合を下

表 7に記入すること。 

 

 



 
 

 

表 7. SBTの転載（港内及び洋上） 

漁期 

洋上転載された

SBTの 

キログラム数 

年間 SBT漁獲量に

対する洋上転載 

された SBTの割合 

内転載された

SBTの 

キログラム数 

年間 SBT漁獲量に

対する港内転載され

た SBTの割合 

(例：2019年 4月

－2020年 3月) 
    

     

     

  

ii. CCSBT許可船舶リストに登録されている冷凍能力を備えたまぐろはえ縄漁船

（LSTLV）のうち、直近に終了した漁期中に洋上及び港内転載を行ったもののリス

ト。 

 

iii. 直近に終了した漁期中に LSTLVから洋上で転載物を受けた運搬船に配乗されたオブ

ザーバーからの報告に関する内容及び結果を評価する包括的な報告書。 

 

2.5 SBT／SBT製品を船上に保持する外国漁船／運搬船（FV／CV）の

港内検査 

直近に終了した 3暦年に関して、港内において SBT又は SBT製品を運搬する外国漁船／運

搬船が行った陸揚げ／転載作業の回数、うち検査が行われた陸揚げ／転載作業の回数、及び

CCSBT措置に対する違反が確認された検査の回数に関する情報を下表 8に示すこと。 

 

表 8. SBT／SBT製品を船上に保持する外国漁船／運搬船に対する港内検査 

暦年 外国船の船籍 
実施された陸揚げ

／転載作業の回数 

検査が行われた

陸揚げ／転載作

業の回数 

CCSBT措置に対

する違反が確認

された陸揚げ／

転載作業の回数 

(例：2019年) 

 

    

    

 

 

    

    

 
    

    

 総数    

 

2.6 SBTの貿易のモニタリング 

直近に終了した暦年又は前漁期に関して、 

 

i. 暦年か漁期年かを示すこと。 

 

ii. 検査された SBT水揚げ数量の割合を示すこと。 

 

iii. 検査された SBT輸出量の割合を示すこと。  
 

iv. 検査された SBT輸入量の割合を示すこと。 



 
 

2.7 CDSに関して実施された監査のカバー率及び種類 

CDS決議パラグラフ 5.9の規定に基づき、決議パラグラフ 5.84に従って実施した監査のカバ

ー率の水準及び種類に関する詳細、及び遵守の程度について記入すること。 

3 別添 1の各セクションに対する変更点 

別添 1に記入する最初の年でない場合は、別添 1の各セクションに関して、前年から変更が

あったセクションを列記すること。  

 
4 CDS決議パラグラフ 5.8は「メンバー及び協力的非加盟国は、CDS 文書に含まれる情報を確認するために必要
な範囲で、船舶、水揚げ及び可能であれば市場に対する検査を含む監査を適正な水準で実施しなければならな
い」と規定している。 



 
 

別添 1. 常設事項: 漁業における SBT漁獲量をモニタリングするために 

用いる MCS取決めの詳細 

1 SBT漁獲量のモニタリング 

SBT漁獲量の水準を管理する制度を説明すること。ITQ及び IQ制度については、各社･各船

への漁獲量の配分方法について明記すること。オリンピック方式の場合は、SBT船の許可プ

ロセス、及び漁期の終了を決定するための漁業の監視体制について説明すること。さらに、

努力量に関する操業上の制約（規則上のもの及び自主的なものの両方）も記載すること。 

 

漁業における漁獲量の監視方法の詳細を示すため、下表に記載すること。漁場から離れる漁

船の監視方法についても詳細を記載すること（ここでは、本別添セクション 1.1で報告され

る曳航船は含まない）。 

 

監視方法 説明 

日次 

ログブック 

記入事項: 

i. 義務要件であるか否か。 

 

ii. 記録される情報の詳細さの程度（操業ごとに記載、1日の集計を記載
等）。 

 
iii. ログブックに記録された ERSの情報。 

 

iv. ログブックの提出先5。 

 
v. 提出スケジュール及び方法 6。 

 

vi. この情報に対して定期的に行った確認（checking）、検証（verification）
作業の種類。 

 
vii. 適用される法令及び処罰。 

 

viii. その他関連する情報 7。 

 

 
5 報告書がメンバー又は CNMの政府水産当局に提出されていない場合は、後日その情報が漁業当局に提出される
か否か、また、その方法及び時期を記載すること 
6 特に、その情報が漁船から電子的に提出されるか否か。 
7 ERSに関する情報、管理・監視手法の効果に関するコメント、及び今後の改善計画を含む。 



 
 

追加的な報
告方法
（例：
RTMP等） 

複数の報告方法がある場合（例：日次・週次・月次の SBT漁獲報告、標識及び
SBT測定に関する報告、ERS相互作用の報告等）は、この表に追加の行を設
け、それぞれの報告方法を記入すること。そして、報告方法ごとに以下の事項
を記載すること。 

 

i. 義務的要件であるか否か。 

 
ii. 記録された情報（SBT又は ERSに関連しているか否かも含む）。  

 

iii. 報告の提出先と提出元（例：船長、水産会社等）5。 

 
iv. 提出スケジュール及び方法 6。 

 

v. この情報に対して定期的に行った確認（checking）、検証 （verification）
作業の種類。 

 
vi. 適用される法令及び処罰。 

 

vii. その他関連する情報 7。 

 

 

科学オブザ
ーバー 

記入事項： 

 

i. 漁獲データを検証するために、オブザーバーのデータとその他の漁獲監
視データの比較に用いたシステム。 

 
ii. オブザーバーが記録した ERSに関する情報。 

 

iii. オブザーバー報告書の提出先。 

 
iv. オブザーバー報告書の提出のスケジュール。 

 

v. その他関連する情報（改善計画、特に、カバー率を努力量の 10 %にする
ための手段を含む）。  

 
VMS 
 

 

i. メンバーの旗を掲げる許可運搬船及び SBTを漁獲又は収穫する許可漁船
に関して、適用される法令及び処罰を示すこと。 

 

 
 

 

その他（例
えば電子モ
ニタリング
の活用等） 

 

 



 
 

1.1 SBT の曳航、いけすへの活け込み、いけす間の移送（蓄養のみ） 

 (a) 漁場から蓄養場への SBTの曳航を管理・監視するために使用したシステムを説明すること。以下
の詳細も含めること。 

 

i.  SBTの曳航の要件となる観察。 

 

ii. SBTのロスを記録するための監視システム（特に SBTの死亡）。 

 

(b) 曳航用いけすから蓄養いけすへの SBTの移送を管理・監視するために使用したシステムを説明す
ること。以下の詳細も含めること。 

 

i. SBTの移送の要件となる検査・観察。 

 

ii. SBTの移送量を記録するための監視システム。 

 

(c) 上記（a）及び（b）について、関連する CCSBT CDS書類（蓄養活け込み様式、蓄養移送様式）を
記入、確認（validating）8、回収するためのプロセスを説明すること。 

 

(d) その他関連する情報 7。 

1.2 SBTの転載（港内及び洋上） 

(a) 港での転載を管理・監視するために使用したシステムを説明すること。以下の詳細も含める
こと。 

 

i. SBTが転載される可能性がある港として指定されている外地港、並びに SBTの港内転載が禁
止されている外地港に関する旗国の規則及び外地港名。 

 

ii. SBTの港内転載にかかる旗国の検査要件（カバー率を含む）。 

 

iii. 指定寄港国との情報共有。 

 

iv. SBT転載数量の記録を監視するシステム。 

 

v. 関連する CCSBT CDS文書（漁獲モニタリング様式、漁獲標識様式）を記入、確認
（validating）8、回収するためのプロセス。 

 

vi. 適用される法令及び処罰。 

 

vii. その他関連する情報 7。 

 

(b) 洋上転載を管理・監視するために使用したシステムを説明すること。以下の詳細も含めるこ
と。 

 

i. SBTの洋上転載の許可に関する規則及びプロセス、並びに（CCSBT転載オブザーバーの配乗
に加え）SBTの転載数量を確認（checking）・検証（verifying）する方法。 

 

ii. SBT転載数量の記録を監視するシステム。 

 

iii. 関連する CCSBT CDS文書（漁獲モニタリング様式、漁獲標識様式）の回収プロセス。 

 

iv. 適用される法令及び処罰。 

 

v. その他関連する情報 7。 

 
8 この作業を行う人の地位（例：政府担当官、許可を受けた第 3者）も含めること。 



 
 

1.3 SBT／SBT製品を船上に保持する外国漁船／運搬船の港内検査 

このセクションでは、CCSBTの港内検査の最低基準を定めた CCSBT制度に関する決議に関する報告
を行うこと。SBT又は SBT製品の陸揚げ及び／又は転載を目的としてこれを運搬する許可外国漁船又
は運搬船を指定港に入港させる寄港国であるメンバーは、このセクションに記入しなければならな
い。SBT又は SBT製品の陸揚げ／転載であって、それ以前に港において陸揚げ又は転載が行われてい
ないものに関する情報のみ、下表に記入すること。 

 

(a) SBT又は SBT製品を運搬する外国漁船又は運搬船が入港を要請することができる指定港の一
覧を示すこと。 

 

(b) SBT又は SBT製品を運搬する外国漁船又は運搬船が指定港への入港許可を要請する際に求め
られる最短の通知期間を示すこと。 

1.4 国産品の水揚げ（漁船由来及び蓄養場由来の両方） 

SBTの国内水揚げの管理・監視に使用したシステムを説明すること。以下の詳細も記入すること。 

 

(a) SBT水揚げ指定港に関する規則。 

 

(b) SBTの水揚げの要件となる検査（inspection）。 

 
(c) SBTが他の種として水揚げされていないことを確認するために利用された遺伝子検査その他

全ての技術に関する詳細。 

 

(d) SBT水揚げ数量の記録を監視するシステム。 

 
(e) 関連する CCSBT CDS文書（漁獲モニタリング様式、漁獲標識様式）の確認（validating）8・

回収プロセス。 

 

(f) 適用される法令及び処罰。 

 
(g) その他関連する情報 7。 

1.5 SBTの貿易のモニタリング 

1.5.1 SBTの輸出 

SBTの輸出を管理・監視するために使用したシステムを説明すること（外地港に直接水揚げしたもの
も含む）。以下の詳細も含めること。 

 

(a) SBT輸出の要件となる検査（inspection）。 

 

(b) SBTが他の種として輸出されていないことを確認するために利用された遺伝子検査その他全
ての技術に関する詳細。 

 
(c) SBT輸出量の記録を監視するシステム。 

 

(d) 関連する CCSBT CDS文書（漁獲モニタリング様式、場合によっては漁獲標識様式又は再輸出
/国産品水揚げ後の輸出様式）の確認（validating）8・回収プロセス。 

 
(e) 適用される法令及び処罰。 

 
(f) その他関連する情報 7。 

  



 
 

1.5.2  SBTの輸入 

SBTの輸入を管理・監視するために使用したシステムを説明すること。以下の詳細も含めること。 

 

(a) SBTの輸入のための特定の港の指定に関する規則。 

 

(b) SBT輸入の要件となる検査。 

 

(c) SBTが他の種として輸入されていないことを確認するために利用された遺伝子検査その他全
ての技術に関する詳細。 

 

(d) 関連する CCSBT CDS文書（漁獲モニタリング様式、場合によっては、再輸出/国産品水揚げ
後の輸出様式）の確認（checking）・回収プロセス。 

 

(e) 適用される法令及び処罰。 

 

(f) その他関連する情報 7。 

1.5.3 SBTの市場 

(a) 水揚げから市場までのサプライチェーンの各地点を対象とした全ての活動を記入すること。 

 
(b) 市場での SBTの管理・監視を行うために使用したシステムを説明すること（例：特定の文書化及
び／又は標識装着に関する自主的又は義務化されている要件、並びにそれらの要件の遵守状況の監視
又は監査。）。 

 

(c) その他関連する情報 7。 

1.6  その他 

関連するその他の MCSシステムを説明すること。 

2 生態学的関連種に関する追加的報告要件 

(a) 2008年の ERS勧告の実施に関する報告要件 

 

i. 下記の各計画・ガイドラインが実施されているか否かを記入し、実施されていない場合は、
各計画・ガイドラインの実施に向けてどのような行動が取られたかを説明すること。 

 

• はえ縄漁業によって偶発的に捕獲される海鳥の削減に関する国際行動計画 
 

• サメ類保存管理のための国際行動計画 

 

• 漁業操業における海亀死亡の削減のための FAOガイドライン 

 

ii. 下記のまぐろ類 RFMO漁業において生態学的関連種 9の保護を目的とする現行の全ての法的
拘束力を持つ措置又は勧告されている措置10が遵守されているか否かを記載すること。遵守さ
れていない場合は、どの措置が遵守されていないか、また、遵守に向けてどのような進展が
あるかを記載すること。 

 

• IOTC条約水域で操業する際には IOTCの措置 
 

• WCPFC条約水域で操業する際には WCPFCの措置 

 

• ICCAT条約水域で操業する際には ICCATの措置 

  

 
9 海鳥、海亀及びサメを含む。 
10 これら RFMOの関連する措置は、http://www.ccsbt.org/site/bycatch_mitigation.phpに掲載されている。 

http://www.ccsbt.org/site/bycatch_mitigation.php


 
 

iii. 以下の RFMOの要件に基づいて生態学的関連種に関するデータ収集・報告が実施されている
か否かを記載すること。これらの要件に基づいてデータが収集・報告されていない場合は、
どの措置が遵守されていないか、また、遵守に向けてどのような進展があるかを記載するこ
と。 

 

• CCSBT11: 

 

• IOTC条約水域で操業する際には IOTCの要件 

 

• WCPFC条約水域で操業する際には WCPFCの要件 

 

• ICCAT条約水域で操業する際には ICCATの要件 

 

(b) 緩和‐緩和措置に関する現行の要件を記入すること。 

 

(c) 混獲緩和措置の使用状況のモニタリング 

 

i. 混獲緩和措置の遵守をモニタリングするために用いられる方法（例：実施される港内検査の
種類、及び遵守状況をモニタリングするために用いられるその他のモニタリング及び取締り
プログラム）を記入すること。カバー率の詳細（例：各年の検査された船舶の割合）を含む
こと。 

 

ii. SBT船舶に関する遵守プログラムの一環として収集された緩和措置措置に関する情報の種類
を記入すること。 

 

 
11 CCSBTの現行の要件には、科学オブザーバー計画規範に規定されているもの、及び ERSWGに提出する年次報
告書テンプレートに記入する内容のものがある。 



 
 

  

附属書 1. CCSBT許可船舶決議 

記録に記載された船舶の旗国であるメンバー及び協力的非加盟国は、次を行わなければなわ

ない。 

 

a) 自国の漁船が CCSBT条約及びその保存・管理措置に基づく要件と責任を遂行できる場

合にのみ、自国の漁船にみなみまぐろを漁獲する許可を与える。 

b) 自国の漁船が関連するすべての CCSBTの保存・管理措置を遵守することを確保するた

めに必要な措置を講ずる。 

c) CCSBTの記録に掲載されている自国の漁船が、有効な船舶登録証書並びに漁獲及び／

又は転載のための有効な許可証を船上に保持することを確保するために必要な措置を講

ずる。 

d) 当該船舶が IUU漁業活動の経歴を有する場合、船主は当該船舶が二度とそのような活

動に従事しないことを示す十分な証拠を提供したことを確認する。 

e) CCSBTの記録に掲載されている漁船の所有者及び操業者が、CCSBTの記録に掲載され

ていない漁船によるみなみまぐろの漁業活動に従事又は関与していないことを、国内法

で可能な範囲で確保する。 

f)  規制又は懲罰的措置が効果的にとられるように、CCSBTの記録に掲載されている漁船

の所有者が、旗国であるメンバー及び協力的非加盟国内の市民又は法人であることを確

保するために、国内法で可能な範囲で必要な措置を講ずる。 
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CCSBT 漁獲証明制度の実施に関する決議 

（改正部分） 

（第 28回委員会年次会合（2021年 10月 13日）において改正） 

 

 

漁獲証明制度（CDS）の策定のために 2005年の CCSBT12で採択された原則

及び 2006年の CCSBT 13において採択された‘貿易の有無にかかわらずみな

みまぐろのすべての漁獲を記録するための CDSの実施に関する決議’に照ら

し合わせ、 

メンバー及び協力的非加盟国が漁獲から国内市場又は輸出市場における最初

の販売までの合法的な製品の流れを追跡、確認を行う必要性に留意し、 

地域漁業管理機関間で漁獲証明制度の調和を達成する必要性を念頭に置き、 

それぞれのメンバー及び協力的非加盟国によるSBT の漁獲を正確に確認する

ために、CDSが世界のSBT 漁業のすべてのセクターを通じ、一貫的かつ包括

的に適用されなければならないことを強調し、 

みなみまぐろの保存のための条約第 8条 3(b)に従い、みなみまぐろの保存の

ための拡大委員会（CCSBT）は委員会の保存措置の遵守状況を監視するため、

次の措置を採択する。 

1. 一般条項及び適用 

1.1 すべてのメンバー及び協力的非加盟国は、みなみまぐろ（SBT）のた

めの CCSBT CDSを実施し、本決議に該当するすべての SBTに関する

移動を文書に記録しなければならない。CCSBT CDSは、CCSBT CDS

文書の作成及び SBTの標識装着を含む。 

1.2 メンバー、協力的非加盟国又は CDSに協力するその他の国/漁業主体

（OSEC1）の管轄権の下での、転載、国産品の水揚げ2、輸出、輸入及

び再輸出について、すべての SBTは、本決議のセクション 3に記載さ

れる文書が 1つ添付されなければならない。本要件の免除は認められ

ない。しかしながら、肉以外の魚体の部位3（即ち、頭、目、卵、内臓、

尾及び鰭）については、文書なく輸出/輸入することができる。 

1.3 メンバー又は協力的非加盟国の管轄権の下での、蓄養場への SBTの移

送及び蓄養場間の SBTの移送は、規定に則り、蓄養活け込み様式及び

蓄養移送様式として文書化されなければならない。 

 
1用語「CDSに協力するその他の国/漁業主体」とは、この決議への協力を確約することを書

面にて表明した国/漁業主体をいい、この決議において「OSEC」と表す。 
2 用語「国産品の水揚げ」とは、当該 SBTの漁獲量が計上される国別配分量を有し、及び当

該 SBTが記録される CDS文書を発行するメンバー又は協力的非加盟国の CCSBT許可漁船／

運搬船により、当該メンバー又は協力的非加盟国の領土に SBTが水揚げされることをいう。 
3 この文脈において、魚体の部位から分離されたすべての肉が、肉であると見なされる。 



1.4 遊漁により漁獲された魚の販売を禁じているメンバー又は協力的非加

盟国は、その遊漁に対し CCSBT CDS の要件を免除することができる。 

1.5 委員会は、本決議の実施にあたり、SBTの漁獲、水揚げ、転載及び/又

は蓄養に関与する拡大委員会のメンバー又は協力的非加盟国以外の国

の適当な当局に対し、協力を要請しなければならない。 

1.6 メンバー、協力的非加盟国及び OSECは、SBTの漁獲を許可されてい

ない船舶により漁獲された SBTについて、国産品としての水揚げ、転

載、輸入、輸出及び/又は再輸出並びに（SBT蓄養が管轄権の下で行わ

れている場合）SBTの蓄養を許可されていない蓄養場への SBTの移送

又は蓄養場間の移送及びそこからの SBTの収穫を認めてはならない。 

1.7 メンバー、協力的非加盟国及び OSECは、次の場合を除き、標識をと

もなわない丸の状態の SBTについて、国産品としての水揚げ、転載、

輸出、輸入又は再輸出を認めてはならない。 

1.7.1 蓄養事業の場合、捕殺後 30時間以内に標識が装着されることを条

件に、標識なく SBTを水揚げすることができる。 

1.7.2 CCSBT許可船記録に掲載されている船舶が船上に十分に標識を有

していないという特別な状況においては、水揚げ時に標識を装着す

ることができる。 

1.7.3 予期せぬ SBTの混獲で船上に標識がない又は十分にないという特

別な状況においては、水揚げ時に標識を装着することができる。 

1.8 標識が偶発的に外れ再装着できないという特別な状況においては、可

及的速やかに、かつ、水揚げ、転載又は輸出の時点までに、代替の標

識を装着しなければならない。 

1.9 メンバー及び協力的非加盟国は、事務局長に対し、遵守委員会（CC）

／拡大委員会（EC）に対するそれぞれの年次国別報告書において、

1.7.2、1.7.3又は 1.8に定められる特別な状況を報告しなければならな

い。報告により、特別な状況の詳細、標識装着された SBTの尾数及び

1.8については元来（判明している場合）の標識番号及び新たな標識番

号を提供しなければならない。 

1.10 メンバー及び協力的非加盟国は、国産品の水揚げについて、少なくと

も最初の販売時点まで標識が丸の状態の SBTに留まることを義務づけ

なければならず、その後も丸の状態の魚に標識が留まることを奨励し

なければならない。 

2.  必要となる登録 

2.1 蓄養場記録が、許可された蓄養場を特定するため、事務局長によって

作成、維持される。 

2.2 事務局長によって維持される船舶記録により、許可船舶が特定される。 
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CCSBTの義務を遂行するための最低履行要件 

遵守政策ガイドライン 1 

（改正部分） 

（第 26回委員会年次会合（2021年 10月 13日）において改正 

 

 

5. 生態学的関連種に関する措置 

このセクションは、以下に掲げる事項に関連する最低履行要件を規定している。 

• CCSBTの生態学的関連種に関する措置を他のまぐろ類 RFMOの措置と調和させるための決議（5.1） 

• みなみまぐろを対象とする漁業の生態学的関連種への影響を緩和するための決議（5.2） 

 

5.1 CCSBTの生態学的関連種に関する措置と他のまぐろ類 RFMOの措置との調和（決議） 

名称：CCSBTの生態学的関連種に関する措置を他のまぐろ類 RFMOの措置と調和させるための決議（ERS決議） 

リンク：https://www.ccsbt.org/sites/default/files/userfiles/file/docs_english/operational_resolutions/Resolution_ERS_Alignment.pdf 

全 ERSに関する IOTC及びWCPFCの決議／CMM及び ICCAT勧告への関連リンクは CCSBTウェブサイトの混獲緩和措置

に関するベージから確認可能である：https://www.ccsbt.org/en/content/bycatch-mitigation  

注：CCSBT 20 において、メンバーは、メンバーの船舶が IOTC、WCPFC 及び ICCATの各条約水域において SBT を漁獲する場合、

各機関における ERS規則を遵守することを約束した。このコミットメントは、その後の 2018年の CCSBT 25で初めて採択

された CCSBTの法的拘束力のある ESC決議に取り入れられた。 

https://www.ccsbt.org/sites/default/files/userfiles/file/docs_english/operational_resolutions/Resolution_ERS_Alignment.pdf
https://www.ccsbt.org/en/content/bycatch-mitigation
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5.1 CCSBTの生態学的関連種に関する措置と他のまぐろ類 RFMOの措置との調和 

義務 最低履行要件 

i. 各メンバー及び協力的非加盟メンバーは、自国の旗を掲げる

船舶であって管轄水域1においてみなみまぐろを漁獲する船舶

が当該管轄水域において発効している全ての ERS 措置を遵守

することについて、メンバー又は協力的非加盟メンバーが 

ERS措置を採択しているまぐろ類 RFMOのメンバーであるか

どうかを問わ ず、これを確保しなければならない。ただし、

メンバー又は協力的非加盟メンバーが WCPFCにおいて関連

するまぐろ類 RFMOの ERS措置に対して公式に意義を申し

立てており、該当する管轄水域において SBTを漁獲する場合

であっても当該 ERS措置の適用から除外されている場合を除

く。 

 

ii. 管轄水域 1が重複する場合、メンバー及び協力的非加盟メン

バーは、適用す る適切な RFMO の ERS 措置を選択しなけれ

ばならない。 

1. IOTC、WCPFC又は ICCATの管轄水域 1で操業する場合、

それぞれの機関が定めた生態学的関連種（海鳥類、海亀類

及びさめ類）を保護するため、ERS決議別添 Iに記載され

た全ての措置を遵守するための運用制度及びプロセスを策

定し、これを実施する。 

 

iii. 管轄水域 1外で操業する場合、メンバー及び協力的非加盟メ

ンバーは、南緯 30 度以南における全てのはえ縄漁業におい

てトリラインを使用しなけれ ばならない。 

 

1. 南緯 30度以南であって IOTC、WCPFC及び ICCATの管轄

水域 1外で SBTを漁獲する場合はトリラインの使用を義務

付けるための運用制度及びプロセスを策定する。 

 
1 ERS決議でいう管轄水域とは、インド洋まぐろ類委員会（IOTC）の管轄する水域、中西部太平洋まぐろ類委員会（WCPFC）の条約区域及び大西洋まぐろ

類保存国際委員会（ICCAT）の条約区域である。 
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5.1 CCSBTの生態学的関連種に関する措置と他のまぐろ類 RFMOの措置との調和 

義務 最低履行要件 

iv. 各メンバー及び協力的非加盟メンバーは、自国の旗を掲げる

船舶が管轄水域 1内でみなみまぐろを漁獲する際に ERS措置

に含まれる義務を遵守することができなかった場合、これに

対して効果的な行動をとることを確保しな ければならない。

拡大委員会のメンバー又は協力的非加盟メンバーが、メ ンバ

ーとなっていない委員会の管轄水域においてみなみまぐろ漁

業を行う場合、当該条約の適当な機関においてメンバー又は

協力的非加盟メンバー による ERS措置の遵守状況が評価さ

れない限り、当該メンバー又は協力的 非加盟メンバーは、該

当する場合には、CCSBT 遵守委員会に対し、関連する ERS 

措置に関するこうした行動について報告するものとする。 

 

 

1. メンバーとなっていない RFMOの管轄水域内における ERS

措置のあらゆる非遵守に関してとられた措置を CCSBT遵

守委員会に報告する。ただし、当該措置にかかる同メンバ

ーの遵守状況が該当する RFMOにより評価される場合はそ

の限りでない。 
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5.2 みなみまぐろを対象とする漁業の生態学的関連種への影響を緩和するための勧告（勧告） 

名称：みなみまぐろを対象とする漁業の生態学的関連種への影響を緩和するための勧告 

リンク：https://www.ccsbt.org/sites/ccsbt.org/files/userfiles/file/docs_japanese/operational_resolutions/jp_Recommendation%20on%20ERS.pdf  

注： 本セクションのパラグラフは、メンバーを法的に拘束するものではない2ものの、メンバーによる遵守が期待されるものであ

る。 

 

5.2みなみまぐろを対象とする漁業の生態学的関連種への影響を緩和するための勧告 

義務 最低履行要件 

i. メンバーは、はえ縄漁業によって偶発的に混獲される海鳥の

削減に関する国際行動計画(IPOA-Seabirds)、サメ類保存管理

の国際行動計画(IPOA-Sharks)及び漁業操業における海亀死亡

の削減のための FAO ガイドライン(FAO-Sea turtles)を実行し

ていないのであれば、可能な限り実行する。 

 

1. 以下に掲げる事項を実施するための運用制度及びプロセスを

策定し、これを実施する。 

a. 可能な限り、海鳥類及びさめ類に関する国際行動計画

（IPOA）並びに SBTを含む全ての漁業操業における海

亀死亡の削減のための FAOガイドラインを成功裏に実施

する。 

b. 以下の機関に ERS情報/データを報告する。 

i. CCSBT拡大委員会/遵守委員会（これらに関する

MPRセクション 6.5vを参照）、及び生態学的関連種

作業部会会合（これらに関する MPRセクション 6.7

を参照） 

 
2 特定の RFMOの管轄水域において他 RFMOによる法的拘束力のある措置となっている場合を除く。 

https://www.ccsbt.org/sites/ccsbt.org/files/userfiles/file/docs_japanese/operational_resolutions/jp_Recommendation%20on%20ERS.pdf
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5.2みなみまぐろを対象とする漁業の生態学的関連種への影響を緩和するための勧告 

義務 最低履行要件 

ii. メンバーは、生態学的関連種に関するデータを収集し、拡大

委員会及び／又は必要に応じて生態学的関連種作業部会を含

む補助機関に報告する。 
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6.5  遵守委員会及び／又は拡大委員会への年次報告（一連の決定/決議/勧告） 

名称: 遵守委員会及び拡大委員会に提出する年次報告書のテンプレート3 

 

リンク: 以下にこの措置に含まれる関連する義務の根拠を示す。 

i. 遵守委員会付託事項の手続規則 10 

https://www.ccsbt.org/sites/ccsbt.org/files/userfiles/file/docs_japanese/basic_documents/jp_terms_of_reference_for_subsidiary_b

odies.pdf 

ii. CC7報告書パラグラフ 26（及び別紙 5） 

https://www.ccsbt.org/sites/ccsbt.org/files/userfiles/file/templates/jp_Annual_CC-EC_Reporting_Template.docx  

iii. CCSBT漁船監視システムの創設に関する決議 パラグラフ 5 (a) 

https://www.ccsbt.org/sites/default/files/userfiles/file/docs_japanese/operational_resolutions/jp_Resolution_VMS.pdf  

iv. 大型漁船の転載に対する計画創設に関する決議 パラグラフ 31 

https://www.ccsbt.org/sites/ccsbt.org/files/userfiles/file/docs_japanese/operational_resolutions/jp_Resolution_Transhipment.pdf 

v. みなみまぐろを対象とする漁業の生態学的関連種への影響を緩和するための勧告 パラグラフ 2及び 3  

https://www.ccsbt.org/sites/ccsbt.org/files/userfiles/file/docs_japanese/operational_resolutions/jp_Recommendation%20on%20E

RS.pdf 

vi. みなみまぐろの全ての死亡要因の報告に関する決議 パラグラフ 1及び 2 

https://www.ccsbt.org/sites/ccsbt.org/files/userfiles/file/docs_japanese/operational_resolutions/jp_Resolution_Reporting_on_all_

Sources_of_Mortality.pdf 

vii. CC7報告書パラグラフ 25（及び別紙 5）（全ての死亡要因の推定値に関する最良の推定値） 

https://www.ccsbt.org/sites/ccsbt.org/files/userfiles/file/docs_japanese/meetings/meeting_reports/ccsbt_19/jp_report_of_CC7.pd

f 

 

 

  

 
3 報告書テンプレートは以下のリンクから入手可能である: https://www.ccsbt.org/sites/ccsbt.org/files/userfiles/file/templates/jp_Annual_CC-

EC_Reporting_Template.docx 

https://www.ccsbt.org/sites/ccsbt.org/files/userfiles/file/docs_japanese/basic_documents/jp_terms_of_reference_for_subsidiary_bodies.pdf
https://www.ccsbt.org/sites/ccsbt.org/files/userfiles/file/docs_japanese/basic_documents/jp_terms_of_reference_for_subsidiary_bodies.pdf
https://www.ccsbt.org/sites/ccsbt.org/files/userfiles/file/templates/jp_Annual_CC-EC_Reporting_Template.docx
https://www.ccsbt.org/sites/default/files/userfiles/file/docs_japanese/operational_resolutions/jp_Resolution_VMS.pdf
https://www.ccsbt.org/sites/ccsbt.org/files/userfiles/file/docs_japanese/operational_resolutions/jp_Resolution_Transhipment.pdf
https://www.ccsbt.org/sites/ccsbt.org/files/userfiles/file/docs_japanese/operational_resolutions/jp_Recommendation%20on%20ERS.pdf
https://www.ccsbt.org/sites/ccsbt.org/files/userfiles/file/docs_japanese/operational_resolutions/jp_Recommendation%20on%20ERS.pdf
https://www.ccsbt.org/sites/ccsbt.org/files/userfiles/file/docs_japanese/operational_resolutions/jp_Resolution_Reporting_on_all_Sources_of_Mortality.pdf
https://www.ccsbt.org/sites/ccsbt.org/files/userfiles/file/docs_japanese/operational_resolutions/jp_Resolution_Reporting_on_all_Sources_of_Mortality.pdf
https://www.ccsbt.org/sites/ccsbt.org/files/userfiles/file/templates/jp_Annual_CC-EC_Reporting_Template.docx
https://www.ccsbt.org/sites/ccsbt.org/files/userfiles/file/templates/jp_Annual_CC-EC_Reporting_Template.docx
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6.5 遵守委員会及び／又は拡大委員会への年次報告 

義務 最低履行要件 

i. 各メンバーは、遵守委員会（CC）及び拡大委員会（EC）に

提出する報告書のための合意された CC及び ECに提出する

年次報告書のテンプレート 3に従って、遵守委員会会合の開

催 4週間前に、上記の年次レビューを提出しなければならな

い。 

報告書は、電子的な手段によって、遅くとも遵守委員会年

次会合の 4週間前までに、事務局長に提出される。いかな

るセクションも空欄のままとしてはならない。要請されて

いる情報が収集されていない場合には、当該セクションを

空欄とするのではなく、その旨明記しなければならない。

同様に、特定の漁業に対して適当でないセクションについ

ても、空欄にせず、その旨明記しなければならない。 

ii. 各メンバーは、自国の遵守委員会及び拡大委員会に提出す

る報告書 3の詳細を改善し続けなければならず、かかる報告

書は最新化され、その後の遵守委員会年次会合に提出され

なければならない。 

  

 

iii. メンバーは、遵守委員会の前に、VMSに関する概要報告を

提供しなければならない。 

  

1. 年次国別報告書テンプレート 3のセクション 2.2.4：VMSを

完成する。 

iv. メンバーは、遵守委員会年次会合の 4週間前に、事務局長

に対して、以下に掲げる内容について報告しなければなら

ない。 

o 前漁期の洋上及び港内における SBT転載数量 

o 前漁期に洋上及び港内において転載を行った CCSBT許可

船リストに登録されている LSTLVsのリスト 

o 前漁期に LSTLVsから洋上で転載物を受けた運搬船に配

乗されたオブザーバーの報告に関する内容及び結果を評

価する包括的な報告書 

 

 

1. 年次国別報告書テンプレート 3のセクション 2.4を完成す

る。 

 

v. メンバーは、みなみまぐろを対象とする漁業の生態学的関連 1. 年次国別報告書テンプレート 3のセクション別添 1、2 (a) - 
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6.5 遵守委員会及び／又は拡大委員会への年次報告 

義務 最低履行要件 

種への影響を緩和するための勧告のパラグラフ 1、2 及び 3 

に従ってとった行為について、遵守委員会に対し、毎年報

告する。 

  

(c) を完成する。 

 

vi. 全てのメンバーは、みなみまぐろの全ての死亡要因にかか

る数量にかかる正確かつ完全なデータを報告する。メンバ

ーが完全かつ正確なデータを提供することができない場合

は、遊漁漁獲量及び投棄量を含む全てのみなみまぐろの死

亡要因にかかる最良の推定値を毎年報告するものとする。 

 

1.   年次国別報告書テンプレート 3のセクション 2.1.1、2.1.2及

び 2.1.3 を完成する。 
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